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山本　本日の司会を務めます慶應義塾大学の山本勲
といいます。この座談会は 3 年に 1 度開催されていま
すが，今回は 2015 年から 2017 年に刊行された論文を
中心にとり上げ，千葉大学の大石先生，東京大学の近
藤先生，千葉大学の佐野先生，私の 4 人で議論を進め
ていきます。

今回とり上げる論文は，「格差」「教育」「技術革新
と労働」「労働時間」「内部労働市場」「女性労働と育児」

「介護」「高齢者」の 8 つの分野のものです。2014 年
頃にピケティの『21 世紀の資本』が日本でもブーム
になったこともあり，その後，格差問題やそれに関連

は じ め に

検討対象論文
Ⅰ　格差
Lise, Jeremy, Nao Sudo, Michio Suzuki, Ken 

Yamada and Tomoaki Yamada （2014） “Wage, 
Income and Consumption Inequality in Japan, 
1981-2008: from Boom to Lost Decades,” Review 
of Economic Dynamics, 17 （4）, pp. 582-612.

森口千晶 （2017）「日本は「格差社会」になったの
か─比較経済史にみる日本の所得格差」『経済
研究』（一橋大学経済研究所）, 68 （2）, pp.169-189.

Lefranc, Arnaud, Fumiaki Ojima and Takashi 
Yoshida （2014） “Intergenerational Earnings 
Mobility in Japan among Sons and Daughters: 
Levels and Trends,” Journal of Population 
Economics. Vol. 27, No. 1, pp. 91-134.

Ⅱ　教育
Kawaguchi, Daiji  and Yuko Mori （2016）“Why 

Has Wage Inequality Evolved So Differently 
between Japan and the US? The Role of Supply 
of College-Educated Workers,” Economics of 
Education Review, Vol. 52, pp. 29–50.

Nakamuro, Makiko, Tomohiko Inui and Shinji 
Yamagata （2017） “Returns to Education Using a 
Sample of Twins: Evidence from Japan,” Asian 
Economic Journal, Vol. 31, No. 1, pp. 61-81.

Morikawa, Masayuki （2015） “Postgraduate 
Education and Labor Market Outcomes: An 
Empirical Analysis Using Micro Data from 
Japan,” Industrial Relations, 54（3），pp. 499-
520．

Kawaguchi, Daiji （2016） “Fewer School Days,  

More Inequality,” Journal of the Japanese and 
International Economies, 39, pp. 35-52.

Ⅲ　技術革新と労働
Ikenaga, Toshie and Ryo Kambayashi （2016）“Task 

Polarization in the Japanese Labor Market: 
Evidence of a Long-term Trend,” Industrial 
Relations, 55 （2）, pp. 267-293.

池永肇恵 （2015）「情報通信技術（ICT）が賃金に
与える影響についての考察」『日本労働研究雑誌』
No. 663, pp. 21-33.

David, Benjamin （2017）“Computer Technology 
and Probable Job Destructions in Japan:An 
Evaluation,” Journal of the Japanese and 
International Economies, 43, pp. 77-87.

Ⅳ　労働時間
Genda, Yuji, Sachiko Kuroda and Souichi Ohta 
（2015）“Does Downsizing Take a Toll on Retained 
Staff? An Analysis of Increased Working Hours in 
the Early 2000s in Japan,” Journal of the Japanese 
and International Economies, 36, pp. 1-24.

Kawaguchi, Daiji, Hisahiro Naito and Izumi 
Yokoyama （2017）“Assessing the Effects of 
Reduc ing  S tandard  Hours :  Regress i on 
Discontinuity Evidence from Japan,” Journal of 
the Japanese and International Economies, 43, pp. 
59-76.

小野浩 （2016）「日本の労働時間はなぜ減らないの
か？─長時間労働の社会学的考察」『日本労働
研究雑誌』No. 677, pp. 15-27.

Ⅴ　内部労働市場
Kawaguchi, Akira （2015）“Internal Labor Markets 

and Gender Inequality: Evidence from Japanese 
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する教育，技術革新といったテーマを扱った優れた論
文が多く輩出されました。技術革新については AI な
どの新しい情報技術が労働市場を変えていくのではな
いかといった社会的な関心が近年高まっていること
も，関連する論文が出された背景にあったといえま
す。このほか，現在，働き方改革や生産性革命といっ
た動きが起きていますが，そうした社会の動きに呼応
する形で，労働時間や内部労働市場のあり方に関する
研究も多かったかと思います。さらに，進行している
人手不足を背景に，女性活躍推進や育児・介護，高齢
者の雇用問題についても世の中の関心が高くなってお
り，労働経済学の研究も多く蓄積されたのが，この 3
年間だったといえます。以下，それぞれの担当から，
分野の特徴や各論文の概要を説明していただき，その
後，自由に議論していきたいと思います。まずは，格
差から始めましょう。

近藤　今回選んだ論文が 3 本あります。1 本目が
“Wage, Income and Consumption Inequality in 
Japan,1981-2008: from Boom to Lost Decades” という
論文で，こちらは 30 年近くの期間について，さまざ
まな統計を使って，格差の流れを俯瞰した論文です。

次にご紹介するのは『日本は「格差社会」になった
のか』です。こちらはどちらかと言うとサーベイ論文
に近く，先行研究も含めて過去の統計をかなり古い統
計までさかのぼって注意深く見ることによって，今現
在の格差の状況を輪切りにするだけではなく，歴史的
にどのような経緯があって，このようになっているの
かまで見られる論文になっています。

3 本 目 に ご 紹 介 す る の が “Intergenerational 

Ⅰ　格　差

Micro Data, 1990-2009,” Journal of the Japanese 
and International Economies, vol. 38, pp. 193-
213.

Araki, Shota, Daiji Kawaguchi and Yuki Onozuka 
（2016）“University Prestige, Performance 
Evaluation, and Promotion: Estimating the 
Employer Learning Model Using Personnel 
Datasets,” Labour Economics, Vol. 41, pp. 135-
148.

Ⅵ　女性労働と育児
Asai, Yukiko, Ryo Kambayashi and Shintaro  

Yamaguchi （2015） “Childcare Availability,  
H o u s e h o l d  S t r u c t u r e ,  a n d  M a t e r n a l 
Employment,” Journal of the Japanese and 
International Economies, 38, pp. 172-192.

Nishitateno, Shuhei and Masato Shikata （2017）
“Has Improved Daycare Accessibility Increased 
Japan’s Maternal Employment Rate?” Municipal 
Evidence from 2000-2010, Journal of the 
Japanese and International Economies, 44, pp. 
67-77.

Kobayash i ,  Mik i  and Emiko Usui  （2017）
“Breast feed ing Pract i ces  and Parenta l 
Employment in Japan,” Review of Economics of 
the Household, 15（2）, pp. 579-596.

Bessho, Shun-ichiro and Masayoshi Hayashi （2014） 
“Intensive Margins, Extensive Margins, and 
Spousal Allowances in the Japanese System of 
Personal Income Taxes: A Discrete Choice 

Ana lys i s , ”  Journal  o f  the  Japanese  and 
International Economies, 34, pp. 162-178.

Ⅶ　介護
Fukahori, Ryotaro, Tadashi Sakai and Kazuma 

Sato （2015）“The Effects of Incidence of Care 
Needs in Households on Employment, Subjective 
Health, and Life Satisfaction among Middle-aged 
Family Members,” Scottish Journal of Political 
Economy, 62（5）, pp. 518-545.

菅万理・梶谷真也 （2014）「公的介護保険は家族介
護者の介護時間を減少させたのか ? ─社会生
活基本調査匿名データを用いた検証」『経済研究』, 
65（4）, pp. 345-361.

Ⅷ　高齢者
Kondo, Ayako and Hitoshi Shigeoka （2017）“The 

Effectiveness of Demand-Side Government 
Intervention to Promote Elderly Employment: 
Evidence from Japan,” Industrial and Labor 
Relations Review, 70 （4）: pp. 1008-1036.

戸田淳仁 （2016）「中高年の就業意欲と実際の就業
状況の決定要因に関する分析」『経済分析』第
191 号 , pp. 165-182.

Usui, Emiko, Satoshi Shimizutani and Takashi 
Oshio （2016）“Are Japanese Men of Pensionable 
Age Underemployed or Overemployed?,” 
Japanese Economic Review, Special Issue: 
Conference on Economics of Ageing in Japan 
and Other Societies, 67（2）, pp. 150-168.
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Earnings Mobility in Japan among Sons and 
Daughters: Levels and Trends” という論文です。こ
ちらは親子の間のモビリティー，世代間の階層移動に
着目したもので，非常に注意深く，さまざまなことを
俯瞰した論文になっています。

近藤　1 本目の Lise et al. （2014）ですが，様々な
データを使って，いろいろな指標を総合的に見ている
論文です。具体的には個人の賃金の動向，世帯所得の
動向，そして消費の不平等の動向などを見ています。

賃金に関しては，データが 90 年代からしかなかっ
たようで，90 年代から 2008 年までの賃金の動向を見
ています。賃金センサスを用いて，女性の不平等は縮
小しているのに対して男性の不平等は拡大傾向にあ
り，男女で差があると。そして，所得格差は，男女を
合算してしまうと，下位 10% と中央値の比率で見る
格差が縮小しているように見えるのですが，これは低
所得の女性の相対的な賃金が上昇しているからであっ
て，男性のみに限ると，所得が低いところの格差はむ
しろ拡大しています。90% 点と中央値の差を見た，所
得分布の上側の格差は男女ともに拡大傾向にありま
す。大卒プレミアムも男女で動向が違っていて，女性
は縮小しているのに男性では拡大しており，合算する
とやや上昇傾向にあります。それから，経験年数のプ
レミアムは横ばいで，男女間格差は 90 年代に大きく
縮小しています。このように，男女で特徴が結構違う
のがポイントになっています。

また，賃金だけではなく労働時間も見ていて，労働
時間の分散が非常に拡大しています。特に女性は拡大
傾向が強いのですが，これはパートタイムの人が増え
たことなどを反映しています。労働時間の分散が拡大
すると，賃金が不変だったとしても収入の分散が拡大
します。なので，月当たりの収入の分散も拡大してい
ます。労働時間と時間当たり賃金の間の相関を見る
と，男性は，賃金の低い人が長時間働く傾向が見られ
るのですが，その傾向は弱まってきていて，女性は逆
に労働時間と時間当たり賃金の相関は正です。要する
に賃金が高い人が長く働き，より収入の格差が大きく
なるような方向になっていて，なおかつ，それが上昇

している傾向があるということがわかっています。
続いて，世帯所得の分析では，『家計調査』と『全

国消費実態調査』を併用し，80 年代から見ています。
世帯人員数を調整後の世帯所得で見ても，労働所得の
不平等度は上昇しています。ただ，その不平等度の上
昇の仕方が 90 年代半ばまでとそれ以降では異なって
いて，90 年代半ばまでは，分布のどこにいる家計も
所得が上昇しているのですが，分布のより上位ほど，
伸びが大きい。高いところにいる人たちほど，上昇が
大きい形で格差が拡大していたのに対して，1996 年
以降は，中位以上の家計の所得は横ばいですが，下半
分の人たちが下がっているという形です。同じように
格差は拡大してはいるのですが，どこで拡大している
かが違っています。

世帯主の所得と世帯全体の所得の不平等度のトレン
ドは同じです。共働きが増えたことによって，共働き
の増加が世帯所得で見た不平等度を拡大する方向に動
いているのか，相殺する方向に動いているのか，とい
う論点があるのですが，夫婦間の所得の相関は負でも
正でもなく，あまり相関しておらず，特に 80 年代か
ら 96 年までの期間では，夫婦の所得の相関は弱まっ
ていっている。90 年代半ば以降は，少し夫婦の所得
が正の相関をする傾向はあるのですが，それほど強い
相関ではないので，世帯主本人の所得と世帯全体の所
得のトレンドはそれほど変わりません。

政府の再分配機能についても見ているのですが，所
得移転前後─所得移転というのは税金ではなくて給
付ですね。生活保護とか，児童手当とか，そういうも
のです─，つまり給付する前後での不平等度，格差
を見てみると，90 年代前半までは，給付による再分
配機能は日本は非常に弱かったのですが，90 年代後
半以降，少し拡大しています。ですが，それと課税の
効果，課税前と課税後の比較をしてみると，やはり課
税のほうが再分配機能が強いことがわかっています。
可処分所得よりも消費のほうが不平等度が低いことも
著者たちは指摘しています。

人口の年齢構成の変化が不平等度にどう影響したか
についても論じているのですが，彼らの結果を見る
と，高齢化は世帯所得や消費の不平等度の上昇にあま
り寄与していないという，私にとっては意外だった結
果が出ています。確かに高齢化によって個人レベルで
見た賃金の不平等度は拡大しているのですが，これは
世帯所得とか世帯レベルの消費になってくると，彼ら

①   Lise, Jeremy, Nao Sudo, Michio Suzuki, Ken 
Yamada and Tomoaki Yamada “Wage, Income 
and Consumption Inequality in Japan, 1981-
2008: from Boom to Lost Decades”
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の分析によると─具体的に何をやっているかという
と，昔の一時点の年齢構成で固定して，現在，どう
なっているかをシミュレーションして比較しているの
ですが─あまり変わっていないという，少し驚くべ
き結果が出ています。

あと，年齢別の分析をもう少し細かくしているので
すが，消費の分散が年とともに加速度的に増加してい
ます。要するに，格差の拡大スピードは，若いときよ
りも年をとってからのほうが，より急速に拡大してい
くことが示されています。

このようにいろいろなことが俯瞰されていまして，
正直，まとめるのも大変なくらい多くのことが書いて
あるのですが，全体としては，個人と世帯の動向が微
妙に異なることをきちんと示している点が非常に良い
と思います。

山本　世帯と個人の動向が大きく異なるのは日本の
特徴といえますね。OECD 統計をみても，個人ベー
スでは，非正規雇用比率が高いこともあって日本の格
差はかなり大きくなりますが，女性を中心に家計の補
助として働く非正規雇用者が多いために，世帯ベース
では，格差は国際的にみてそれほど大きくないといっ
た傾向も出ています。そういう事実をマクロかつ時系
列で丹念に追っているのが，この論文の優れたところ
かと思います。また，彼らの分析は krueger et al. 

（2010）と似ているため，間接的に他国と比べた日本
の格差の水準や推移，構造などを浮き彫りにする上で
も，とても重要な貢献と思います。

さらに，2000 年代の日本の格差拡大が，アメリカ
のように富裕層が豊かになったわけではなくて，中間
層よりも下の所得分布に位置する人たちの所得が下が
る形で生じたことを統計を使って記述的に明らかにし
たことも，彼らの大きな貢献でしょう。

近藤　そうですね。世帯と個人で動向が違うとはい
え，世帯の消費で見ても，96 年以降は下が下がる形
で拡大する傾向は同じです。アメリカなどでは富裕層
がどんどん富裕化していっていることばかり着目され
がちなのですが，日本は逆に下側に拡がっているのが
特徴ですよね。

山本　そうですね。同じ格差拡大であっても，ほか
の国とは中身が全然違うことが明快に示されているの
は興味深いですね。おそらくその理由には，次の森口
論文でも触れられているように，非正規雇用や男女間
賃金格差，働き方などの日本固有の問題がありそう

で，マクロ的な観察事実とミクロ的な諸問題とのリン
クがあることも興味深いです。

このほか，指摘されたように，彼らの論文の結果の
うち，高齢化が所得格差の拡大とはあまり関係がない
という点は，これまでの日本の研究と若干違っている
のかもしれませんね。

近藤　そうなのです。なので，驚いたのですが，よ
くよく考えたら，おそらくこれは個人と世帯の差だろ
うなと思いました。やはり個人で見ると，高齢者にな
ればなるほど，ばらつきが出ますが，たとえば，本人
の所得が低くても，子どもと一緒に住んでいれば，世
帯所得は子どもの収入で上がります。家族間のトラン
スファーで結構相殺される部分があるのかなという印
象です。

山本　そういう意味では，可処分所得よりも消費の
格差のほうが小さいという彼らの分析結果も，家族内
での所得の平準化ができているということの現れなの
でしょうね。そう考えると，核家族化がさらに進んで
いくと，平準化の機能もどんどん薄れていって，格差
がさらに拡大することも懸念されます。世帯構成が，
格差問題を研究する上で重要な要因になるということ
かと思います。

このほか彼らの論文では所得の再分配機能について
も触れていますが，国際比較も踏まえた政策的な議論
をするための研究も今後大事になっていくように思い
ました。

近藤　では続いて，森口（2017）です。こちらはサー
ベイ論文にしては非常に細かくいろいろなことを分析
されているので，サーベイとも言い切れないのです
が，自分で新たにデータを解析するよりは，過去の先
行研究でとり上げられているグラフなどで流れを俯瞰
しているタイプの論文です。

これは比較経済史的な視点をとり入れていまして，
まず 20 世紀初頭，戦前の日本が格差社会であったこ
との説明から始まって，それが戦後の高度成長期にい
かに平等な社会になっていったのかを概観します。そ
の後で，その日本型平等社会が 1980 年代以降の低成
長期にどのように崩れていったのかを概観する流れに
なっています。

この論文の中で特に重要だなと思ったのは，まず，

②  森口千晶『日本は「格差社会」になったのか
─比較経済史にみる日本の所得格差』
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高度成長期の格差なき成長は男性労働者を中心とする
世帯の平等であって，家庭内の性別役割・分業を前提
として男女の間に格差があるのだけれども，世帯所得
で見たら，どの世帯も平等になるというタイプのもの
だという指摘で，非常に私の目には新鮮でした。政府
による再分配の前の市場所得における平等が達成され
ることを前提として社会ができていて，世帯レベルで
見た市場所得の平等が達成できていた高度成長期はそ
れで上手く回っていたのです。しかし今日，世帯の市
場所得の格差が拡大してきても，再分配前の市場所得
の平等を目指すようなマインドセットが変わっていな
いので，政府による再分配が弱いままになってしまっ
ているという指摘は非常に重要なポイントだなと私は
思いました。

それから，80 年代以降の変化を見る上で，人口動
態の変化，特に核家族化と高齢化の進展による高齢者
のみの世帯の増加を無視してはいけないことを，いろ
いろなデータで再確認しています。ナイーブに世帯の
動向を見てみると格差が拡大しているように見えます
が，高齢化によるメカニカルな変化が結構含まれてい
ることを見逃さないようにという点，これは広く知ら
れたことではあるのですが，改めて指摘されていま
す。

そして，これはこの論文の最大のポイントだと思う
のですが，日本ではアメリカなどのほかの先進国で指
摘されているような富裕層の富裕化は起きていない。
こ こ で 引 い て い る 図 2-B は Moriguchi and Saez 

（2008）という非常に有名な論文の図のデータをアッ
プデートしたものです。アメリカでは，所得分布の
1% シェアが，ここ 20 〜 30 年で非常に拡大している
のですが，日本は少しの上昇にとどまり，アメリカと
比べると横ばいと言ってしまってもいい程度の動きし
かしていません。

本論文でも，所得の下位層の貧困化が問題であると
いうことが指摘されています。ジニ係数の上昇などは
高齢化で説明できる部分が多いですが，それとは別
に，労働年齢世帯の所得下位層の所得が下がってきて
います。先ほどの Lise et al. （2014）から引いてきた
図なので，当然同じ結果になるわけですが。下位層の
所得が下がってきているのが問題であると指摘してい
ます。

所得再分配が弱いことも指摘していて，日本の相対
的貧困率は国際的に見て高いだけではなく，64 歳以

下に関しては所得の再分配前後で相対的貧困率が全然
変わりません。65 歳以上に関しては年金による再分
配は非常に大きいのですが，年金以外の再分配機能は
非常に薄いと。政府の再分配による貧困救済はできて
いないことを指摘しています。

非正規雇用についても詳しく書いてあります。正規
雇用は 1997 年以降，増えなくなったのですが，非正
規はその後もずっと増加し続けており，低成長期の雇
用創出がほぼすべて非正規であったと数字の上では言
えます。ただ，これまでもさまざまな研究で指摘され
てきたことですが，必ずしも非正規による正規の直接
的な代替が起きているわけではありません。既婚女性
が世帯内の追加的所得者として働いている場合や定年
後の再雇用など，ほかに主な働き手になる人がいた
り，年金収入があったりするような人たちが非正規雇
用で働くケースが非常に増えているので，非正規の増
加がすなわち貧困化ではないという点は指摘していま
す。一方で，比率としては小さいのですが，男性の若
年の非正規労働者は貧困に直結しやすく，社会問題と
なっています。なので，あまり問題にならないタイプ
の非正規労働者が多数いる一方で，数としてはそれに
比べると少ないのですが，非常に深刻な状態にある人
たちがいるといえます。日本型雇用慣行が崩壊して，
正社員がみんな，非正社員になっているような状況で
はなくて，日本的雇用慣行が守られている領域はある
のだけれども，それが縮小していて，その周りにある
非正規雇用の部分が拡大しているという印象がありま
す。

このように，これまでの研究の蓄積を非常にうまく
総括しながら，さまざまな日本の現状における問題を
指摘しています。

山本　森口先生はピケティの研究プロジェクトに
データを提供されていますが，同様のデータや手法を
用いて日本の格差を大局的に解明し，かつ労働経済学
のさまざまな研究を効果的にとり入れながら，歴史
的・比較制度的な考察をしているのがこの論文の重要
な貢献と思いました。普段，日本の労働市場に対して
何となくもやもやと抱いていた疑問について，歴史的
あるいは国際的な比較をすると，ここまでクリアカッ
トに説得力のある整理や指摘ができるものかと大変勉
強になりました。

近藤さんの解説のとおり，もともとあった日本の社
会では，家計における再分配機能が大きかったため，
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少なくとも世帯間の格差は拡大しにくく，資本主義経
済の中でも特異なメカニズムが機能していたというの
が印象的です。さらに，日本的雇用慣行が縮小してく
ると，そこに入れなくなった単身の非正規世帯や，非
正規が世帯主になっている世帯，単身高齢者などが貧
困に陥ってしまう問題が生じるようになったという指
摘もそのとおりかと思いました。格差拡大の背景とし
ては，規制緩和や資本主義経済に内在されている資本
収益率の高さなどがピケティなどでは指摘されます。
しかし，森口（2017）を読むと，日本では必ずしもそ
ういうわけではなくて，日本的雇用慣行の縮小や非正
規雇用の増加，男女間賃金格差，働き方といった労働
問題が，格差を拡大させた要因として実は大きいとい
うことが把握できます。この点は大きな発見だと思い
ますし，格差問題を労働経済学の研究として取り組ん
でいくことが大事だということがわかります。

佐野　この後の論文でも関連しますが，分析単位と
して，個人だけではなく世帯を考えることで視点が変
わる可能性があります。世帯の意思決定の問題に話を
広げるのは重要なのかなと感じました。

大石　企業が支給する家族手当などは，過去におい
ては労働者のロイヤリティーを高めるのに役立ってい
た面があり，皆が同じライフスタイルで生きている時
代には合理的でもあったわけですが，ライフスタイル
が多様化していく中では，単身者や非正規などの存在
を考慮しつつ労働者個人のレベルで均等な処遇がなさ
れないと貧困化をもたらす可能性があるということが
2 つの論文で示されていると思います。

つけ加えると，今の社会保障制度では現役世代に対
する給付が手薄です。特に社会手当は生活保護と児童
手当ぐらいしかない。そういう制度のあり方が，自力
で一定の経済水準を達成できない人々には厳しく出て
いるのでしょう。

山本　そうですね。以前は，社会保障制度や再分配
機能が充実していなくても大きな支障はなかったのか
もしれませんが，「失われた 20 年」の中で労働市場が
大きな構造変化を起こす過程で，本当はもっと早めに
政策対応を検討する必要があったともいえると思いま
す。労働経済学としては，そうした構造変化を踏まえ
た政策提言を必ずしもしきれていなかったと反省すべ
きなのかもしれません。森口（2017）で指摘されてい
る問題の多くは，ミクロの労働経済学研究では個々に
指摘されてきたことだと思いますが，歴史的に俯瞰し

て整理すると，根底には類似した大きな原因があるこ
とが浮き彫りになるもので，そうした整理が大事なの
だなと思います。

近藤　今，おっしゃった世帯内の再分配に関して一
番問題なのは，単身世帯の増加ですね。この論文も核
家族化とか，単身世帯の増加についてかなり触れてい
るのですが，旦那さんが奥さんを養う，というモデル
ケースから外れてきた人たちが増えていることが，下
側に貧困が拡がっている主な原因なわけです。特に母
子家庭の貧困率が非常に高く先進国で最悪レベルで
す。あとは，あまり注目はされていないのですが，独
身の男性で親の介護を抱えている人の貧困もかなり問
題になってきています。今まではお嫁さんがいて，お
嫁さんが介護してくれたから，自分はそのまま働き続
けられていたけれども，それができず，介護と仕事の
両立が上手くいかずに貧困に陥る。

意外と再分配そのものの研究はあまりないですよ
ね。個人的にすごく疑問なのが，税金はそれなりにと
られるし，国からお金をもらえることも意外とあり，
税控除もいろいろあるではないですか。だから，それ
なりに現役世代もトランスファーはあるのだけれど
も，それが全然，所得の平等化に効いていない可能性
があるのかなと思って，それはどうすれば検証できる
のかなと思っているのですが。

たとえば配偶者控除は，配偶者が専業主婦の人に対
するトランスファーなわけですが，それが全然，所得
の平等化に寄与していないのだとすると，無駄な再分
配が起きているのかなと思っています。

大石　再分配政策の評価は，小塩・浦川（2008）が
包括的です。若年・中年・高齢層に分けて分析してい
るのですが，社会保障や税による再分配の実態が現役
世代から高齢世代への世代間移転になっている現状が
明らかにされています。再分配政策を厳密に評価する
には生涯所得で見ることが必要ですが，小塩先生の研
究（小塩 2006）では生涯所得ベースでみても現在の
再分配政策が同一世代内の格差縮小に貢献していない
という結果になっています。個別施策では，社会保険
料，特に国民健康保険や国民年金などの社会保険料負
担に逆進性があることが知られていますね。

ところで，近藤先生がおっしゃった単身者の問題で
すが，国立社会保障・人口問題研究所の推計では
1995 年生まれの女性のうち 36% は生涯に子どもを持
たず，47% は孫がゼロ人になるそうです。当然，男
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性も同じ状況になるはずで，家族との縁が薄い高齢者
が大量に出現しそうです。

山本　そうですね。母子家庭の貧困問題は今でもよ
く注目されますが，今後，単身高齢者の貧困問題など
も大きく注目されることが容易に想像できますね。

大石　トランスファーしてくれる家族がだれもいな
い人がね。

山本　かつ年金も手薄になってくると，貧困が顕現
化する可能性は低くないでしょうね。

近藤　3 本目の論文は Lefranc, Ojima and Yoshida
（2014）です。こちらは 1965 年から 2005 年までの
SSM（社会階層と社会移動全国調査）を使って，世
代間の所得の移動可能性を分析したものです。SSM
は 10 年に 1 度行われる調査で，65 年，75 年，85 年，
95 年，2005 年を使っています。世代間の所得移動可
能性にフォーカスした分析で，対象は 1935 年から 75
年に生まれた人たちとその親のペアです。親子の同じ
年齢時点での所得データをとるためには，親子の年の
差分ぐらいの期間のパネルデータが必要ですが，そん
なに長いパネルがない場合は以下のような方法で，ク
ロスセクションデータを使った推計をします。まず，
親の教育，職業，企業規模などの変数を使って，親の
所得を推計します。そして，その推計された所得と子
どもの所得の間の相関を見ます。これは Two sample 
IV method といって，効果を見たい説明変数と被説
明変数が同じデータに入っていないときに，違うデー
タを使ってその説明変数を推計してやるという手法で
す。この論文は複数年度の SSM のデータを使ってこ
の手法を適用しています。

主な結果としては，父親と息子の間の IGE（Inter-
generational earnings elasticity, 世代間所得弾力性）
は 0.34 程度で，本人の個人所得同士の IGE よりも，
父親の世帯所得と息子の個人所得の IGE のほうが大
きいです。つまり，父親個人の所得よりは，育った家
の所得が本人の所得に効いています。逆に本人の所得
を世帯所得にすれば，配偶者の所得が混ざってくるの
で下がります。

父親と娘の間の IGE も見ているのですが，これを

見るときに，娘の就業選択可能性を無視すると息子の
ケースより IGE が小さくなるのですが，娘の就業選
択をヘックマンモデルで修正すると，男性と変わらな
いか，むしろ大きな数字になるので，女性を含めた階
層間移動の分析をするときには，就業選択，専業主婦
になるかどうかには注意が必要であることが示唆され
ます。

こうして出てきた数字は国際的に見て真ん中あたり
の数字です。先行研究と比較すると，日本における階
層間移動可能性はアメリカ，フランス，イタリアより
は高いが，スカンジナビア諸国よりは低いと書いてあ
ります。

ただし，親の世代の格差は国際的に見て非常に小さ
いことも指摘しており，親の世代の所得格差が小さい
結果として，子ども世代の格差もそんなに大きくない
ということがあります。

世代の差については，息子や娘が生まれた年を
1954 年で切って分けても，統計的に有意な差はない
結果になっています。1954 年というのは，データの
真ん中でもあるのですが，高度成長期が終わってから
大人になった人たちかどうかに相当します。

全体的には，ほかのデータを使ったものも含む日本
における先行研究とおおむね整合的な結果が出てい
て，世代間移動の弾力性などの数字も，ほかのデータ
を使った過去の研究と大きくかけ離れた数字は出てい
ません。手法は違うものであってもトレンドの方向性
は同じである，としています。

感想としては，世代間の差がおもしろいなと思った
のですが，あまり差がないというので少し驚きまし
た。ですが，たとえば『不平等社会日本』という新書
がありましたが，ああいう話が出てくるのは，それよ
りももっと後の世代の話なので，1970 年代生まれと
それより前の世代という比較ができたら，違った傾向
が出てきたりしておもしろいのかなと思います。多
分，2015 年の SSM 調査が公開されるとデータを延長
することができるのかなと思います。団塊ジュニア以
降，いろいろなことが変わったとよく言われるので，
その辺が見られるとおもしろいので，これはまだまだ
今後も同じような分析を続けていく意味があるのでは
ないかなと思いました。

山本　社会階層調査は非常に貴重なデータで，SSM
は社会学の方が中心となって続けていることもあっ
て，私の印象では，社会学で階層間移動の研究がかな

③   Lefranc, Arnaud, Fumiaki Ojima and Takashi 
Yoshida “Intergenerational Earnings Mobility in 
Japan among Sons and Daughters: Levels and 
Trends”
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り進んでいると思います。その点，この論文は，いろ
いろな角度から検証し，今までのファインディングと
同様の結果，例えば国際比較すると中程度の世代間所
得弾力性が日本でみられるという結果が示されている
ようですね。

個人的には，親の属性や地方と都市圏などの居住地
の違いによって世代間弾力性がどのくらい異なるのか
といったように，もう少し属性などの違いにも焦点を
当てると，政策含意にもつながりやすいと思いまし
た。また，世代間移転の要因として何が大きいのか，
それが昔と今とでどう違ってきているのか，といった
点について深めて分析しても，より興味深くなるかと
感じました。

佐野　親と子を完全に把握できるデータがないので
この手の研究は難しいですよね。その中で可能な限り
できる方法で分析した研究で，すごいなというのが率
直な感想です。

全体の所得格差と世代間の所得格差との関係を示す
グレート・ギャツビー・カーブによると日本は真ん中
ぐらいですが，今後の動向を考えると，全体の不平等
と親子間の所得の相関の強さがどのように変化してい
くかを検証するのも，重要なのかなと思います。

大石　先ほどの森口（2017）に照らしてみれば，平
等だった時代に成人したのが彼らの親世代ですよね。
ですので今はそのころの遺産で国際的に見たら中程度
の弾力性になっている可能性は考えられます。だとし
たら，いずれ悪化する可能性はありそうですね。

近藤　そうですね。あと，今，山本先生がおっ
しゃった地方と都市の差は非常に重要かなと思いま
す。もう一つ，この論文で扱っているような世代のこ
ろは，地方から東京に人が動いていた世代ではないで
すか。だから，動くことによって移動を達成していた
と思うのですが，今は，最初から東京で生まれ育って
いる人たちが多いので，その辺が時代とともにどう変
化しているのか，階層間移動と地域の移動は，それ自
体が密接に絡む気がするので。データの入手が難しい
と思うので，いろいろ工夫をしないといけないと思う
のですが，おもしろそうなテーマですよね。

佐野　平成 27 年度の労働経済白書でも特集されて
いましたが，進学に伴い地域間移動が起こり，その後
の就業でそのまま留まるかどうかという話もあるの
で，地域に焦点を当てるのは大事かもしれないです
ね。

近藤　ここ最近，高校生が自分の県内に進学する割
合がすごく高まったという話があります。要するに大
学進学で地域を移動する度合いが減っている。

山本　太田ほか（2017）では，個票データを用いて
若年層の地域間労働移動の状況を明らかにし，高学歴
化に伴って増えていた東京への若年層の移動が減少傾
向にあることなどを指摘しています。そうした地域間
移動と世代間の格差問題を結びつけると，新たな研究
につながる可能性もあるかと思います。

大石　大学進学率も東京は 73% ですが鹿児島は
36% と大幅な差がありますよね。『「東京」に出る若
者たち』という本を読んだことがあるのですが，社会
学分野では，地域間移動と格差問題への関心は高いよ
うです。橘木・浦川（2012）などの研究も出ています
が，労働経済学でももう少し分析してもいいかなと思
うのですね。

近藤　意外とそんなにないですよね。
山本　データが取りにくいのが大きいのでしょう

ね。

佐野　「教育」は労働経済学の重要なテーマの 1 つ
です。特にここ最近は，いかに教育の効果を識別して
いくかという研究の流れがあります。その流れから日
本に関する研究と，学歴間賃金格差の傾向を調べた論
文を，4 つほど紹介します。

佐野　1 本目は Kawaguchi and Mori （2016）です。
この論文は，なぜ日本の学歴間賃金格差がアメリカの
ように拡大しなかったのかという問いを，需要と供給
の枠組みで分析し，大卒の供給が日本の学歴間賃金格
差をあまり押し上げなかった要因であることを国際比
較から明らかにした論文です。

アメリカで大卒の賃金プレミアムが上昇しているの
は，技能偏向型技術革新に伴う大卒需要の拡大による
という議論があります。それだけではなく需要と供給
の枠組みで考えると，必ずしも需要が増えるからと

Ⅱ　教　育

①   Kawaguchi, Daiji and Yuko Mori “Why Has 
Wage Inequality Evolved So Differently  
between Japan and the US? The Role of 
Supply of College-Educated Workers”
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いって賃金格差は拡大するとは限らず，供給の動きも
考える必要があります。アメリカを対象とした先行研
究だと，分析対象の時代に技術革新と大卒供給の鈍化
が同時に起こっており，どちらが強い要因であるかが
わからない問題があります。そこに日本のデータで分
析する意義があります。日本では 80 年代以降，大学
の数が徐々に増えてきた期間と急上昇した期間と様々
です。技術革新はアメリカも日本も同じように起こっ
ているということであれば，その 2 つの国を比べるこ
とで，大卒の役割が識別できるのではないかという点
が，この論文の要点です。

分析は非常にシンプルで，需要と供給の枠組みを使
い，大卒供給が賃金格差をどの程度説明するかの構造
的なモデルを立てます。具体的には CES 型の生産関
数から労働需要関数を導出し，大卒と高卒の相対賃金
が供給で決まる式を推計します。パラメーターを推計
して，仮にアメリカと日本で同じような状況が起こっ
たときに，賃金格差がどう変化したかを明らかにして
います。

日本のデータは 1986 年から 2008 年の『労働力調査』
の個票データを年齢と学歴別に集計したものです。頑
健性の確認のために『賃金構造基本統計調査』の個票
データを使い，得られた結果が整合的である点も示し
ています。アメリカのデータは，同期間のカレント・
ポピュレーション・サーベイをグループ別に集計し
て，既存研究の枠組みと同様の推計を行っています。

いくつかの結果があるのですが，最も結果をハイラ
イトしているのは，論文の figure 4 です。すなわち，
日本では高卒と大卒の賃金格差がそれほど変化せずそ
の一方で，大卒の供給がかなり増えてきています。ア
メリカでは賃金格差が少し拡がっているのに対して，
大卒の供給はそれほど強く伸びていません。この結果
を推計されたモデルのパラメーターを用いてシミュ
レーションすると，アメリカの賃金格差の動向をとら
えている点を確認しています。そのうえで，日本の状
況を仮想的にアメリカに当てはめたシミュレーション
をおこなうとアメリカの賃金格差はそこまで拡大しな
いという点を確認しています。これらより，日本で学
歴間賃金格差がそれほど拡がらなかったことの要因
は，大卒が多く供給されてきたためとしています。

論文のおもしろさの 1 つは，なぜ日本のデータで分
析するのかを最初にかなり強調しており，アメリカの
学歴間賃金格差の研究の流れの中で日本に着目するこ

との意義を丁寧に説明している点です。国際比較の枠
組みの中で，日本で研究することの意義を上手に説明
している印象です。あと，論文では，日本の賃金格差
の動向や，同じ時期の進学率の動き，日本の教育制度
を，マクロデータを使い丁寧に記述しており，その部
分も書き方の参考になる印象を持ちました。

近藤　私も，この論文は，なぜ日本のデータを使う
のかの説明にすごいエネルギーが使われているなとい
う印象がありました。これは非常に大事なことだと思
うのです。『日本労働研究雑誌』の読者は大学院生や
若い研究者の方も多いと思うのですが，日本人だから
日本のデータを使って分析したい，というだけだと日
本の外に訴えるものがない。国外の人にもうまく興味
を持ってもらえるようなトピックをちゃんと見つけて
きて，なおかつ，それを読み手にわかってもらうとい
うのは論文を書く上で非常に大事だと思うのですが，
それのお手本みたいな論文だと思います。

大石　そうですね。この論文は教育経済学の専門誌
に掲載されていますが，海外ジャーナルのエディター
や読者から関心を持ってもらうためには，日本に関す
る分析であっても普遍性あるテーマを選択することが
重要ですね。

山本　この推計は，Handbook of Labor Economics
でアメリカのデータを用いて Acemoglu や Autor た
ちが行っているものに似ていますが，日本ではどう
なっているのだろうかと気になっていました。その点
を精緻に推計することで，国際比較が可能になったこ
との貢献は大きいと思います。また，おそらくアメリ
カやヨーロッパの人たちも，ほかの国ではどうなって
いるのだろうと関心はあると思うので，国際比較に日
本を入れることの意義をきちんと訴えていけば，さら
に関心をもってもらえるようになるのでしょうね。

近藤　ある意味，アメリカの先行研究の追加的な実
証にもなっているのですね。アメリカの場合は，供給
が増えていないところで，すごくプレミアムが上がっ
たということを実証しているわけなのですが，この論
文は，本当に供給が増えていたら上がらなかったのか
を実証している。日本は賃金設定の仕組みはアメリカ
に結構近いところもあるので，それもうまく使ってい
ますよね。ヨーロッパみたいにガチガチに産業別組合
とかで賃金が決まってしまって，学歴間の格差自体が
頭から決まっているところのデータでは実証できない
問題というのも 1 つのポイントですね。
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山本　そうですね。ちゃんと市場構造まで踏まえて
いますね。

近藤　アメリカと条件の違いは供給の差だけに近い
ということを丁寧に説明しています。

山本　アメリカでは，70 年代に大卒の供給が増え
たことから賃金格差はいったん縮小したけれども，80
年代からは大卒供給の増加の影響よりも技術革新の影
響のほうが大きくなったために賃金格差が拡大したと
言われています。これは「ティンバーゲンの競争」と
いわれる 70 年代からある理論にもとづく整理だと思
いますが，技術革新のスピードが速まった 80 年代以
降であっても，日本のように大卒労働供給が増えたこ
とで賃金格差が拡大しない事象もあるということは，
多くの人が関心を持つ価値ある発見だと思います。

佐野　マクロの視点で見ることが大事なのだなと思
いました。ついマイクロな分析をしてしまいがちです
が，大きい全体の流れを見るようなことが必要なのだ
と思います。

佐野　2本目はNakamuro, Inui and Yamagata （2017）
です。労働経済学の中心テーマの 1 つに教育のリター
ンの推計があります。教育投資の意思決定モデルを考
えたときに，どれぐらいの期間，教育に投資をするか
は，その収益にかかってくることなので，教育の収益
率の計測は非常に重要なテーマです。教育のリターン
の一致推定量を求めるのは難しいです。その理由は，
能力バイアスと呼ばれる，教育が賃金を高めるのか，
それとも観測不能な要因によって，そもそも賃金が高
いような人が進学していることなのかの識別が難しい
問題のことです。この論文の要点は，能力バイアスを
解消するために双子のデータを使ったことです。つま
り，遺伝的にも同質で家庭環境も同じ双子を比較する
ことで，教育年数と賃金の因果関係を識別する方法
を，日本の文脈で分析しています。

具体的には，ウェブ調査から双子を識別し，分析サ
ンプルを収集します。楽天リサーチモニターから , 学
生ではない 20 歳から 60 歳の人たちを母集団として，
その中から双子サンプルを事前問題から抽出します。
最初の 5 問で，双子とは全く関係がないような家庭属
性の質問を行い，6 問目で「双子ですか」と尋ね，そ

こで双子と答えた人たちに追加的なアンケートをか
け，データを収集します。ただし，双子の両方を調査
しているのは 23 ペアぐらいしかおらず，あとは双子
の一方が他方のことを回答しています。データの整合
性は，両方の双子のデータで取れた人たちを使い
チェックしています。約 2360 ペアの双子をとってお
り，そのうち一卵性双生児が 1371 ペア，二卵性が
880 で，その他不明なのが 107 ペアです。そのサンプ
ルに，ミンサー型賃金関数を適用して，最小自乗法で
教育のリターンを確認した上で，双子の平均教育年数
を制御した GLS と，双子の固定効果の推計をしてい
ます。教育年数に関する測定誤差を制御するために，
出身高校の偏差値を操作変数とした固定効果モデルで
も分析しています。

主要な結果は，OLS による教育年数の係数は大体 0.1
と，既存研究とそれほどずれていないことを確認した
上で，GLS だと係数は 0.046 で，固定効果だと係数は
0.045 と，能力バイアスの存在を確認しています。操
作変数による推計だと，係数は約 0.093 になることか
ら，著者たちは，日本では能力バイアスの影響はそれ
ほど大きくはないのではないかと結論付けています。

論文のおもしろさはウェブ調査で双子を収集してい
る点です。様々な公的統計の調査票情報を使えるよう
になった現状がある一方で，独自のサーベイ調査を行
う意義があるとすれば，この論文のようにサーベイ調
査でないとできないことにアタックする点だと思いま
す。

双子固定効果で，既存研究と同じような点は確かめ
られています。ただ，双子固定効果は，そもそも双子
で教育年数が異なること自体がセレクションを生んで
いることもあるので，このアプローチをどこまで妥当
だと考えるかにもあります。あと，出身高校の偏差値
を操作変数とした分析は議論の余地があります。つま
り出身校のランキングは，いわゆる賃金方程式の誤差
項とは相関しないが，追加的な教育達成には影響を与
える仮定は厳しいです。また，操作変数の分析の部分
だけサンプルサイズがかなり減っていることもあるの
で，その結果を強調し，日本では能力バイアスの影響
は小さいという結論まで持っていくことにやや無理が
あるのかなという印象です。

近藤　私も全く同じ感想を抱きました。ただ，この
測定誤差の問題は，双子のデータを使うときには非常
に大事な問題であることは事実なのですね。この論文

②   Nakamuro, Makiko, Tomohiko Inui and Shinji 
Yamagata “Returns to Education Using a 
Sample of Twins: Evidence from Japan”
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は先行研究として手法上依拠している Ashenfelter 
and Rouse（1998）ですごく詳しく説明されているの
ですが，双子だと，やはり同じ学歴の人たちが多いの
で，真のバリエーションが小さく，相対的に測定誤差
が大きくなるので，普通のクロスセクションに比べて
測定誤差のアテニュエーションバイアスが大きくな
る。それは事実なので，何かしなければいけないのは
わかるのですが，正直，高校の偏差値は大学に行った
か行かないかだけではなくて，どんな大学に行ったか
も拾ってしまう気がするのですね。同じ大卒でも，い
わゆる偏差値が高い一流大学とそうではない大学では
市場のリターンが違うので，そこまで拾った結果効果
が大きくなっている可能性があり，操作変数の結果，
能力バイアスは差があまりなかったよという解釈は少
し気をつけたほうがいいかなと。それよりは，双子を
使うと半分になったよ，日本でも能力バイアスが確か
にあるよ，というほうをメインのメッセージとして受
けとったほうが安全かなという気がします。また，双
子固定効果をコントロールするところまでは先行研究
とほとんど同じ手法を使っているのですが，最後の測
定誤差の修正のところだけはデータの制約上先行研究
と同じことができないんですよね。

佐野　できないからこそ，苦肉の策ですね。ウェブ
調査では両方の双子の情報を一方にしか聞いていませ
ん。既存の研究ではペアで同じことを質問してお互い
の答えた教育年数を操作変数にするというやり方をと
ります。それが調査の構造上できないなかで，何とか
測定誤差の問題に対処しようと試みています。

山本　ちなみに先行研究はペアを調査しているので
すか。

近藤　そうです。双子まつり（Twins Fest）みた
いなところに行って，直接聞いたりしています。

山本　ウェブ調査ではないのですね。
佐野　そうですね。他には北欧などの研究のように

行政業務データでやる方法もあります。それが利用で
きないなかでこの論文はサーベイ調査が有用性を持つ
ことを示している貢献もあります。

山本　そうですね。確かにこの論文は，ウェブ調査
のメリットを生かしてデータ収集をしているという印
象を受けました。普通に調査しても双子が入ってくる
割合はすごく少ないので，ウェブで双子を抽出するの
は有用なのかもしれませんね。ウェブ調査には代表性
をはじめとした問題もありますが，メリットもあるの

で，そこを訴えていくことが大事なのでしょうね。
佐野　ちなみに，論文中では浪人や留年についても

言及しており，それを考慮しても基本的な結果は変わ
らないようです。今後は中退や浪人の分析も必要かも
しれません。

佐野　3 本目は，Morikawa （2015）で，日本にお
いて大学院卒が大卒と比べて，どれぐらいプレミアム
があるかを検証した研究です。大学院卒は就業フロー
では過去 10 年間で年率 3.5% で増えており，ストック
でも 25 歳から 39 歳で大体 10% が大学院卒であり，
徐々に労働市場において大卒だけではなく，大学院卒
も増えてきています。しかし，データの制約上，日本
で大学院卒の人たちが労働市場でどのような状況なの
かを把握するのが必ずしも容易ではありませんでし
た。例えば『賃金構造基本統計調査』や『労働力調査』
では最終学歴を大卒・大学院卒と 1 つに丸めた指標で
把握されていたため，大学と大学院を分けて分析する
ことができませんでした。JGSS や SSM のサーベイ
調査で，大学と大学院卒を別々に把握できたとして
も，そもそも大学院卒が人数として少なくサンプルサ
イズに問題が生じます。しかし，2007 年の『就業構
造基本調査』から大卒と大学院卒を別々に把握するよ
うになったので，構造調査という 1 年当たり 100 万ぐ
らいあるサンプルの中から，大学院卒シェアが小さく
ても，大きなサンプルサイズを確保できるようになり
ました。この論文は 2007 年の『就業構造基本調査』
を使って，大学院の収益率を計算したものです。

この論文では，まず大学院卒の年齢別雇用率を計算
し，その後大卒と比べた大学院卒の賃金プレミアムを
推計し，いくつかの仮定のもとで，いわゆる私的収益
率を計算しています。推計結果によると，院卒の男性
は 60 歳以降でも，学部卒と比べて雇用率が約 10 〜
20% ポイント高いこと，女性も大卒は引退している
年齢であっても雇用率が高いということより，院卒者
は長く働く傾向を確認しています。就業するかどうか
のプロビット推計によると，男女とも院卒は学部卒と
比べて就職確率が高いが，女性に関しては院卒の既婚
女性は就業確率が高いこと，院卒で就学前児童がいる
ことと就業・無業は統計的な関係がないこと，院卒女

③   Morikawa, Masayuki “Postgraduate Education 
and Labor Market Outcomes: An Empirical 
Analysis Using Micro Data from Japan”
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性であることが，そもそも婚姻確率が低いところか
ら，既婚院卒女性は就業する傾向にあるか，未婚のま
ま就業しているのではないかということを議論してい
ます。大卒と比べた院卒の所得プレミアムは約 34%
で，これはヘックマンの 2 段階修正で調整しても同様
の傾向にあります。院卒の賃金プロファイルが学部卒
と比べてかなり急であることから，院卒者は高い生産
性を長く維持しているのではないかと解釈していま
す。

私的収益率を計算すると，男性で 15%から 22%ぐ
らい，女性でも 13%から 18%ぐらいとかなり高いで
す。そこで，なぜ収益率が高いにもかかわらず，大学
院に進学しないのかについて議論しており，定員によ
る供給制約，借入制約に直面している個人が多い，そ
もそも収益率が高いことを知らないから進学しないの
ではないかと推論しています。

この論文は，データに基づいた大学院のリターンが
きちんと検証されていない中で，『就業構造基本調査』
で大学院卒者を把握できるようになったことに着目
し，標準的な手法を使いまずは実態を把握することに
主眼に置いた論文で，様々な論点を示しています。致
し方ないことですが，教育のリターンの推計で問われ
る内生性の問題はケアできていません。大学院といっ
ても修士と博士では異なるかもしれないし，進学が一
般的な理工系とそうではない人文社会学系とでどのよ
うな差があるのかは，オープンクエスチョンのままで
す。また，本当にこんなに収益率が高いのだったら，
もっと大学院に進学してもいいのですが，そもそも因
果関係の意味で収益率が高いのか，仮に高いとして
も，なぜ進学しないのかは重要な問いとして残ってい
ます。あとは私的収益率だけではなく，イノベーショ
ンを生むかという意味の社会収益率に着目する点も残
されています。記述的な分析ですが，様々な論点が出
てくる良い論文だという印象です。

近藤　私も，これまで大学院卒に注目した論文はほ
とんどなかったという意味で非常に画期的な論文だと
思います。記述的な分析としてとても貴重なものだと
思うのですが，反面，収益率という解釈をするならば，
大学院に進学する人と同じ大学を出た人同士で比べな
いといけないのではないかなとも思います。例えば，
私と，学部のゼミの同期だった銀行員の所得を比べる
と，あちらのほうが高いわけです。それとこの論文の
結果との差は，出身大学をそろえるか否かではないか

と。同じ大学を出ていて，大学院に行った人と行かな
かった人を比べないと，大学院のリターンにならない
のです。同じことが高校と大学の間のリターンでも言
えるのですが，大学院進学率が低い日本の現状を考え
ると，大卒プレミアムを計算するときと比べても，院
卒のほうがずっとバイアスが大きいのではないかなと
いう気がしています。これはディスカッションのとこ
ろで本人たちも書いていますよね。ポジティブソー
ティングとか。

佐野　『就業構造基本調査』のような公的統計は，
確かにサンプルサイズは大きいのですが，使える変数
があまりないため，調査票の中から操作変数を見つけ
出すのは事実上不可能ですね。そうすると，他の統計
から情報をとり識別を試みる必要があります。もう少
し視点を変えると，独自のサーベイ調査や，行政業務
データを使うなどアプローチを工夫しないといけない
ですね。その意味で，この論文のようにまずはどのよ
うな状況であるかを記述的に確かめるのは必要です
ね。

山本　統計の学歴分類が変わったことで，こういう
研究ができるようになったと思いますが，その点では
非常に感度がいい論文だと思います。公的統計の質問
項目は時代に合わせて変更されるので，そこをヒント
に研究テーマを見つけていくのもアプローチの 1 つに
なると，この論文を見て思いました。

一方で，計測上あるいはサンプルの問題もある中
で，医師などの賃金の高い一部の職種の大学院卒が平
均賃金を引き上げていることはないのかと疑問に思い
ました。

近藤　そうですね。
佐野　職業はコントロールされていないので，院卒

プレミアムの差は職業の差を含んでいるかもしれませ
ん。どの要因からリターンが発生しているかは検討す
べきでしょう。

山本　もう 1 つ思ったのは，私的収益率が高いのに
大学院に進学しない理由として私的収益率の分散が大
きいことがあるのではないでしょうか。大学院進学は
うまくいく人といかない人の差が大きくなりやすいよ
うな気がするので，分散も考慮した研究も大事になる
ように思います。

大石　いつ大学院に行ったかは把握されているので
しょうか。

近藤　年齢の幅があって，60 歳以下とか。
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佐野　おそらく学卒からすぐです。
大石　自分がそうだったからというのもあります

が，就職してから大学院に行き直すとかという人もい
るのかなと思ったのです。

佐野　統計上把握されるのは，年齢と卒業したかど
うかなので，一度就職して，また学びに戻って来るこ
との影響がどのくらいあるかはこのデータではわから
ないですね。

近藤　多分，これから政策的に大事なことですよ
ね。今，成人の学び直しとか話題ですが，それがどの
ぐらい効果があるのかと。この『就業構造基本調査』
のデータだと，おそらく理系で大半は修士にそのまま
行くような大学を出た修士が人数的にほとんどだろう
と思うのです。

大石　理系は難しいかもしれませんが，人文社会科
学系では社会に出てから大学院に入ってまた仕事につ
くというようなルートもわりと見受けられるように
なってきましたね。

佐野　労働市場の環境と関連しますが，企業内だけ
で訓練していくということだけではなく，外部の教育
機関に学びに出て，また職場に戻ることの効果を検証
することが，今後，重要かもしれないですね。

大石　法科大学院効果はあるのですか。わからない
ですよね，そんなことは。

近藤　アメリカでは，大学が自分たちの卒業生を追
跡調査した研究が結構あります。シカゴ・ビジネスス
クールとか，ハーバード・ビジネススクールが自分の
ところの卒業生を追跡調査して。

大石　うちを卒業すると，これだけ稼げますみたい
なことを言うわけですか。

近藤　それもそうなのですが，アメリカで議論に
なっていたのは，超高学歴の女性のライフイベントと
キャリアの関係で，すごく学歴が高くても，やはり子
どもを産むときには休まなければいけない。そういう
ものがどのぐらいダメージになるのかという研究があ
ります。Bertrand, Goldin and Katz （2010）に代表さ
れるアメリカの研究も，大学の先生たちが率先して，
自分のところの大学で集めたデータでやっているの
で，そういうことが日本でもだんだん可能になってい
くといいなと思いますね。

山本　博士号を取得した人のその後については，文
部科学省の科学技術・学術政策研究所で「博士人材追
跡調査」というパネル調査があると思います。そうし

たデータを用いると，博士号取得者の収益率も分析で
きるように思います。

近藤　行かなかった場合のデータが欲しいですね。
山本　そうですね。あとは修士に関するデータも欲

しいところですね。
佐野　大学は，いろいろとデータを持っているわり

には使っていないことがあったりします。この後の
テーマである人事データや，大湾（2017）でも指摘さ
れていますが，様々なことを検証するには，まずデー
タをきちんと整備することが重要で，大学もそういう
ところをケアしてもいいかもしれません。

佐野　4 本目は Kawaguchi （2016）です。これは公
立学校の授業時間が減る，具体的には 2002 年に完全
週休 2 日となって，これまで土曜日にあった授業がな
くなったときに，子どもの時間の使い方と，それに起
因して学力がどう変化したかを検証した研究です。
2002 年の完全週休 2 日制は子どもや家庭にとって外
生的な授業時間の削減になる点がポイントです。

データは，1996 年，2001 年と 2006 年の『社会生活
基本調査』の個票データです。このデータを使う理由
は時間の使い方がわかる点，10 歳から調査サンプル
に入っているので義務教育対象者を捉えることが出来
る点です。そのうち，分析では中 3 のサンプルを用い
ています。学力に関しては 2000 年と 2003 年の PISA
を使っています。

具体的な方法は，『社会生活基本調査』を用い勉強
時間，余暇，その他の時間の使い方を被説明変数とし，
週休 2 日制導入後の時点と親の学歴の交差項から，そ
の時間の使い方がどう変化したかを確認して，さらに
変化の度合いが親の学歴で違うかどうかを検証してい
ます。『社会生活基本調査』には学力などの子どもの
教育達成の変数がないので，学力のデータである
PISA と組み合わせた分析を行います。その方法は，

『社会生活基本調査』で観察される親の属性から予測
される授業時間を推計し，同様の属性を持つ PISA の
データに当てはめることで，授業時間の変化と学力の
変化を two sample least square で検証しています。

主要な結果は，週休 2 日制導入後に，土曜日の勉強
時間が減り，その減り方は高卒の親のほうが大卒の親
よりも大きいことです。論文では傾き（gradient）と

④   Kawaguchi, Daiji “Fewer School Days, More 
Inequality”
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表現をしていますが，週休 2 日に伴って勉強時間に与
える親の学歴の傾きの程度が，推計上 110%と急にな
ることと，テストスコアへの傾きが 20%と急になる
ことです。同じように自由に使える時間が出来たとき
に，その使い方が親の学歴によって変わり，それでか
えって学力格差が拡がってしまうという，少し皮肉な
結果を得ています。

この論文のおもしろさは，得られた結果だけではな
く，やりたいことがなかなか難しい分析を，うまく工
夫することで解決している点です。『社会生活基本調
査』は時間の使い方がわかるが，学力はわからない。
PISA は学力がわかるが時間の使い方が詳細にわから
ない。その問題を，両者をうまく組み合わせることで
解決している点はおもしろいと感じました。

この結果から何を読みとるかはいろいろあります
が，自由が思いもよらない結果を生む 1 つの例かもし
れません。ただ，論文中でも言及されていますが，自
由な時間は確かに勉強時間を減らしたとしても，旅行
にいくなどして，学力以外の指標，いわゆる非認知能
力に貢献するのであれば，必ずしも悪いとは言えない
かもしれません。

近藤　この論文は，おっしゃるように統計の使い方
がうまいというのもあったのですが，違う読み方も
あって，公的教育がどのぐらい平等化に寄与している
かみたいな読み方もできます。少し本文中にも触れて
あると思うのですが，このインプリケーションは，意
外と重要だと思います。ゆとり教育とかで授業時間を
減らすとかという話が一時期あって，今はその反動が
来ていると思うのですが，公的な教育の 1 つの機能と
して，必要最低限の教育をすべての子どもに与えるこ
とがあります。それが実際にそれなりの効果を持って
いたということの傍証にもなっているという意味で，
また貢献がありますし，いろいろな読み方ができる非
常におもしろい論文だと思います。

大石　私はこれを読んでいて，女性が世帯主の世帯
やひとり親世帯のところが気になりました。標準誤差
が大きいので何とも言えませんが，平均値を見ると女
性世帯主の世帯で週休 2 日制になったあと，土曜日の
子どもの勉強時間が大きく減少しているようです。推
定では，女性世帯主とかひとり親といった変数はコン
トロール変数として扱われていて係数がどのくらい
だったかわかりませんが，大卒者比率は女性のほうが
男性よりも低いので，親の学歴差によってシングルマ

ザー世帯の子どもの勉強時間にどういった影響が生じ
ているか心配されるところです。

さらに言えば，シングルマザー世帯の半数は貧困
で，貧困世帯の子どもほど旅行や体験学習に行く機会
は少ないです。ゆとり教育で親の役割が大きくなる
と，結局は子ども同士での格差が温存されたり，拡大
したりしてしまう。福祉的な観点からも，重要な論文
であると思いました。

山本　そういう意味では，先ほどの格差のときに
扱った森口論文での指摘で，日本がかつて平等だった
ことの要因がいろいろありましたが，その中には公的
教育がしっかり底支えをしていたことも大きく，それ
がなくなると格差が拡大するのでしょうね。また，母
子家庭で影響が大きい点に関連して，石井・浦川

（2014）では時間貧困の検証をしていて，母子家庭で
使える時間が不足する時間貧困に陥りやすいことを指
摘しています。公的教育が週 1 日なくなると，子ども
のために使う時間が増えてしまい，時間貧困が生じる
可能性もあり，そうなると格差と密接にかかわってく
ると思います。

また，個人的には，佐野先生が言われたように，こ
の論文は視点が斬新だと思います。学校で土曜日が休
みになった影響を『社会生活基本調査』というタイ
ム・ユース・サーベイを用いると，こういう検証がで
きるというのは，目からウロコが落ちるような論文で
した。制度変更があったときに何ができるかを貪欲に
追っていく姿勢が大事だと思いました。

佐野　そうですね。やりたい分析がストレートにで
きないときに，どのように工夫するかという点で参考
になります。他には，PISA には親の学歴が報告され
ていない年がありますが，それを報告されている年の
蔵書量から情報を復元するなど，様々な工夫をしてお
り参考になります。

山本　この分野からは 3 つの論文を紹介します。1
番目が Ikenaga and Kambayashi （2016）で，労働者
が担っているタスク（業務）を類型化し，その分布の
状況や変化に焦点を当てることで，各国で観察されて
いる技術革新による「雇用の二極化」が日本でも起き
ているかどうかを見ています。2 番目が池永（2015）

Ⅲ　技術革新と労働



学界展望　労働経済学研究の現在

No. 692/Feb.-Mar. 2018 17

で，同様の問題意識から，技術革新に伴うタスクの変
化によって賃金格差が日本で拡大したかどうかを検証
しています。3 番目が David （2017）で，AI などの新
しい情報技術の進展によってどの程度の雇用が機械と
代替可能になるかをタスクに注目しながら予測してい
ます。

情報技術革新が格差や雇用，賃金などにどのような
影響を与えるのかが注目されている中で，労働者が
担っているタスクに注目した分析の必要性が指摘され
ていますが，日本でも，そういう研究が増えてきてお
り，この 3 つを取り上げました。

それでは Ikenaga and Kambayashi （2016）から始
めたいと思います。アメリカやヨーロッパでは高所得
層と低所得層が増える一方で中間層が減る「雇用の二
極化」が生じていることがさまざまな研究で示されて
いますが，Ikenaga and Kambayashi （2016）は，こ
の現象が日本でどうなっているかを 1960 年以降の長
期データをもとに分析しています。日本語論文の池永

（2009）の分析期間を拡張するとともに，職業とタス
クの分類の精緻化を図ったものといえます。さらに，
雇用の二極化の原因に技術革新があるかを検証するた
め，ICT（情報通信技術）投資と雇用の二極化の関係
についても追加的な分析を行っています。

分析には JILPT のキャリアマトリックスと『国勢
調査』（総務省）を用いています。キャリアマトリッ
クスで職業別にどのようなタスクがあるかがわかり，

『国勢調査』では職業の分布がわかるので，両者を紐
付けて，どういうタスクを担っている人がどのように
変遷してきたかを長期で観察しています。

分析の結果，欧米諸国と同様に，日本でも定型的な
タスクのシェアが減少する一方で，非定型タスク（特
に分析・相互タスクや手仕事タスク）のシェアが増加
するという雇用の二極化の現象が観察されることが示
されています。ただし，日本に独特の傾向として，雇
用の二極化が 1960 年代から生じており，欧米のよう
に 1980 年代以降に加速化したとはいえないことや，
二極化のスピードが遅いことなども提起されていま
す。そこで考えられる解釈として，日本の雇用の二極
化は，ICTの影響というよりは，1960 年時点での産

業・職業構造の違いが影響しているという可能性が指
摘されています。具体的には，自営業・農業セクター
から雇用者・非農業セクターへのシフトという構造変
化が雇用の二極化につながったというものです。一方
で，ICT 資本・非 ICT 資本とタスクの関係を検証する
と，雇用の二極化が ICT および非 ICT の資本の増加
によって促進されたことも確認できると述べています。

以上が論文の要約です。アメリカを中心にマサ
チューセッツ工科大学の Autor 教授らが盛んに進め
ている研究を日本についても進め，45 年の長期デー
タを丹念に検証したうえで，「雇用の二極化」という
現象が日本も例外ではなく生じていることを明らかに
している点で，非常に貴重な研究といえます。タスク
に注目したタスクモデルは技術革新の影響を捉える上
で重要になりますが，Ikenaga and Kambayashi （2016）
は，今後の日本のタスク研究のレファレンスになりう
るような論文といえるでしょう。また，雇用の二極化
という先進諸国に共通して起きている現象であって
も，技術革新だけではなく，農業から工業・サービス
あるいは自営から雇用化へのシフトといった日本独特
の要因も影響している可能性がある点を問題提起して
いることもとても重要だと思います。

日本独特の要因という点では，今後期待できる研究
として，日本的雇用慣行という日本独特の雇用システ
ムが，新たな技術革新とどのように関係するかは興味
深いテーマだと思います。例えば，労働者のタスクが
定型的なものから非定型的なものに変わる過程で，ア
メリカなどでは企業をまたがって人の入れ替えがある
と思われますが，日本ではそれが配置転換によって企
業内で生じていたり，正規雇用から非正規雇用といっ
た雇用形態の変化で生じていたりする可能性がありま
す。こうした日本の特殊性に注目するのは大事だと思
います。さらに言うと，技術革新は，雇用や賃金だけ
でなく，働きやすさや健康，幸福感などの厚生面にポ
ジティブな影響を与える可能性もあります。新たな情
報技術が労働市場に与えるポジティブな影響について
も検証することが今後いっそう重要になってくるので
はないでしょうか。

佐野　私も，タスクのアプローチに基づき，まず日
本でどうなっているかを既存研究と同じ枠組みで評価
したうえで，異なる結果が出た点をどのように理解す
るかを丹念に議論しているおもしろい論文だなと思い
ます。

①   Ikenaga, Toshie and Ryo Kambayashi “Task 
Polarization in the Japanese Labor Market: 
Evidence of a Long-term Trend”
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あと，タスク・アプローチ自体，今後はいろいろと
もっと深めていく余地があると思います。たとえば，
タスクをどう分類するかとか，どう測るかはまだ議論
の余地があります。一時点のある仕事を特徴づけた情
報がずっと続いていくのかや，同じ人でも担うタスク
が時間や立場で違うこともあれば，同じ仕事でも要求
されるタスクが変わってくるのかなどをどのように捉
えていくかという視点があってもおもしろいと考えま
す。

また，非正規労働者がどのようなタスクを担ってい
るかを追求してもいいのかもしれません。代替・補完
関係を考えたときに，必ずしも非正規だから代替され
るとか，正規だから代替されないとかでもなさそうで
す。そのあたりを，特に日本のデータでタスク・アプ
ローチに基づいて検証してもいいと考えます。このよ
うに広がりがあるテーマのベンチマークになる研究と
いう印象です。

山本　タスクの種類を職業に紐づける際には，この
論文でも使っているキャリアマトリックスが基礎的な
情報になり，アメリカでのオーネットというデータ
ベースに対応しますが，たしか事業仕分けでキャリア
マトリックスは廃止されてしまったのですよね。研究
の基礎になる大事な情報なので，復活することを期待
しています。

この点に関連して，タスクと職業を紐づけたアメリ
カの先行研究では，同じ職業でも，従事しているタス
クにはさまざまな違いがあるという指摘もあります。
そのため，職業からタスクの種類を把握するアプロー
チだけでなく，個々の労働者がどういうタスクに従事
しているかを直接的にサーベイ調査などでとらえてい
くアプローチもとられており，日本でも実施するべき
ではないかと思います。

あとは，教育との関係も重要ですよね。学歴によっ
て従事しているタスクがどう違うのかなど，さまざま
な研究が求められているかと思います。

佐野　そうですね。そこについてはフォーカスされ
てはないですね。クロス集計を変えないと難しいです
ね。個票データから集計単位をうまく工夫すること
で，属性間で何が違うかがわかる可能性はあります。
技術革新への対応として訓練や教育がどう影響するか
という論点があります。もしかしたら，先ほどの
Kawaguchi and Mori （2016）ではないのですが，欧
米と日本で高卒のタスクが違う可能性があれば，高卒

と大卒の学歴間賃金格差を説明する別のアプローチと
しても有益かもしれません。

山本　先ほどの Morikawa （2015）のときに近藤さ
んが指摘されていましたが，日本では大学卒でも非常
にばらつきが大きいことは，さまざまな分析において
支障になりかねないと思います。つまり，学歴をコン
トロールするだけでは，スキルや能力の差を統計的に
一定にすることが難しいように感じます。その点，労
働者の担っているタスクをコントロールすることは有
用なのかもしれません。

佐野　そうですね。
大石　次の「労働時間」とも関係しますが，タスク

の性質は労働時間にも関係していると思うのですね。
どれだけ裁量が利くかとか，どういったタイプの負荷
がかかるのかといったことがあると思うので，労働時
間方面での利用もできるのではないかなと思います。

山本　そうですね。まだほとんどされていないと思
うので，そういう分析も重要になってくるでしょう
ね。

山本　では，池永（2015）に移ります。池永（2015）
はタスクモデルに基づいて，ICT が賃金に与える影
響を日本で検証したものです。『賃金構造基本統計調
査』（厚生労働省）を使って，産業別の賃金と ICT 資
本あるいは ICT への投資との関係を明らかにしてい
ます。こうした検証を行っている背景としては，上述
の雇用の二極化は欧米諸国で確認されるものの，賃金
の二極化は主にアメリカでしか確認されていないこと
が先行研究で示されているため，この点を日本で確認
することの重要性が高まっていることにあるといえま
す。

分析結果を見ると，『賃金構造基本統計調査』で職
種別賃金を検証すると，低賃金と高賃金の職種で雇用
シェアが増加する一方で，中賃金の職種でシェアが減
少しており，二極化が観察されるようです。次に，
ICT 資本や ICT 投資が賃金に与える影響を固定効果
モデルで推計すると，資本ストック・投資とも賃金を
高めるという影響が示される一方で，2001 年から
2010 年の差分モデルを推計すると，ICT ストックや
投資の変化は賃金の変化に影響を与えないという結果
が示されるようです。

②  池永肇恵「情報通信技術（ICT）が賃金に与える
影響についての考察」
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この論文は先ほどのIkenaga and Kambayashi （2016）
と対になるような重要な論文だと思います。注目され
ている「雇用の二極化」と「賃金の二極化」が日本で
も生じているかが 2 つの論文によって明らかにされて
いる点でとても貴重です。また，この論文では二極化
の要因として情報通信技術の賃金への影響を解析して
いる点でも，新しいと思います。今後を展望すれば，
先ほどと同様のことですが，日本的雇用慣行を考慮し
た研究として，例えば年功的賃金体系や人的資本形成
とタスクあるいは技術革新との関係なども検証するこ
とも重要になってくると思いました。

佐野　先ほどの論文とペアになっているので，あわ
せて読むべきだと思います。出発点としての分析なの
かなという印象があります。おそらく今後の課題とし
て，マイクロレベルでの分析に続きそうです。まずで
きるだけ集計レベルで確認しておいて，データユニッ
トをもう少し細かくしリッチな情報が得られた時に何
がわかるかをじっくり探るのもいい方法かと思いまし
た。

Autor（2015）によると賃金に関しては，そこまで
二極化が進んでいるわけではなく，よく分かっていな
いところがあるようです。そこをどう説明していくか
というものとして，日本で検証するといいかもしれま
せん。日米やヨーロッパとで仮に何か違いとか同じも
のが出たときに，それらの差が何に起因するのかを検
証するといいかもしれません。研究できる余地があり
そうです。

山本　まだまだ研究の余地がたくさんありそうです
ね。ヨーロッパとアメリカで状況が異なり，また，ア
メリカでもパズル（よく分かっていない）と言われて
いるときに，日本はどうなのか，といった研究は興味
深いですね。

近藤　賃金は需要と供給で決まるものなので，職が
二極化しているとしても，今まで低賃金・低スキルと
言われていた職が相対的に人手不足になると，今まで
低かった賃金が上がります。今現在，日本でそれは起
きつつありますよね。外食産業などのアルバイトの時
給が上がっているとよく聞くので。低スキルの労働供
給の逼迫具合は国によって結構違いますが，おそらく
日本は非常に足りていないタイプの国だと思うので，
そういう意味でも国際比較をしていくと，そういう需
給の役割みたいなものが見えてくるのではないかなと
思います。

山本　おっしゃるとおり，日本的雇用慣行だけでは
なくて，少子高齢化で人手不足になっているのは日本
の大きな特徴です。よって，技術が雇用を奪うという
側面だけでなく，むしろ日本では人手不足を技術が補
う側面が期待されているので，そこに注目すると欧米
に先行した新たなメカニズムや構造，課題点などが明
らかになってきそうですよね。

近藤　そうですね。

山本　最後は David （2017）になります。この論文
では，新たなコンピュータ技術が日本の雇用とどのく
らい代替可能なのかを予測し，約 55% の日本の仕事
がコンピュータなどの情報技術に取って替えられうる
ことや，この傾向には男女差はないものの，正規より
も非正規雇用で大きいことなどを指摘しています。

分析手法は有名な Frey and Osborne（2013）と同
様のもので，Autor らのタスクモデルに基づいて，コ
アとなる職業をピックアップし，各職業が情報技術に
代替されるかを職業内のタスクの複数の要素で説明す
るモデルを構築します。そのうえで，構築したモデル
を全職業に当てはめ，技術との代替確率を予測すると
いう分析を行っています。特徴的なのは，コアとなる
職業（学習サンプル）をもとにモデルを構築する際に，
ランダムフォレストという機械学習のフレームワーク
を適用している点にあります。回帰木（regression 
tree）を複数作り，ブートストラップでサンプルを抽
出し，予測を繰り返し，確率を計算するもので，モデ
ルの推計結果の安定性が高いといったメリットがあり
ます。推計には JILPT のキャリアマトリックスから
職業とタスクの情報を用いており，さらに，職業別の
就業者数や属性などは『国勢調査』を用いています。

推計結果によると，ICT に置き換わるリスクの高
い（上位 30%）職業従事者は全体の 55%を占めており，
Osborne らによる他の先進国の値よりも高くなってい
ます。この数値は，Osborne らが野村総合研究所と共
同で日本について実施した試算結果よりも高いです。
また，属性別には正規・非正規間の差が大きく，特に
リスクの低い職業従事者が非正規で 6%と極端に少な
いことが特徴的です。

以上が論文の要約になります。社会的に AI などの

③   David, Benjamin “Computer Technology and 
Probable Job Destructions in Japan: An 
Evaluation”
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情報技術による産業革命に注目が集まっている中で，
Frey and Osborne（2013）と同様のフレームワーク
で技術との代替確率をタスクと職業に注目して学術的
に算出しており，タイムリーで重要な論文なのではな
いかなと思います。また，正規・非正規で影響の出方
が違うことを示しているところは，日本固有の現象を
うまく捉えていると思います。このほか，この手法面
でランダムフォレストという機械学習の分類手法を適
用しているのは注目に値すると思います。労働経済学
の実証研究でも，今後は機械学習の手法が取り入れら
れるようになることを予感させられます。

一方で，これは Frey and Osborne（2013）による
研究でも言えることなのですが，今後を予測するのは
当然限界があり，ほかのことが何も変わらなかったと
したら，将来これぐらい雇用はなくなります，といっ
た試算に過ぎない点は強調すべきと思います。予測に
は動学的な要素がほとんど入っていませんし，技術革
新に合わせて労働者の労働供給や企業の労働需要が当
然変化しますが，そうした点も加味されていません。
そ う し た 留 意 点 を 踏 ま え る こ と な く，Frey and 
Osborne（2013）の研究のように雇用の代替確率の数
字だけが一人歩きするのは避けたいところです。ま
た，先ほどと同様，人手不足や日本的雇用慣行といっ
た日本的な特徴をもう少しモデルや推計に取り入れる
ことも必要なのではないかとも思いました。

佐野　いわゆる AI などで，どれぐらい仕事が失わ
れるかという研究を精緻化していったときに，一体何
がわかるのかを示した論文です。私も，ランダムフォ
レストとかというアルゴリズムはよく知らなかったの
で，調べてみたのですが，なんとなくできそうな気も
するのですが，本当にすぐできるのかなとも思いなが
ら読んでいました。そういった最新の分析手法をいち
早く分析に取り入れるのも論文の売りになりますね。
このようなテーマを機械学習で分析するというのも，
何かすごいメッセージだなと思いました。

野村総研のレポートもそうですが，この分析結果が
センセーショナルに伝えられたときに影響が大きい可
能性があります。そのときに，結果の背後に何がある
のか，理論的なモデルを考えるとこの結果は自明なの
かなどを，追加的に分析していくことが重要になると
感じました。論文では留保したり，用語の使い方に注
意を払っていますが，結果だけを取り出されると，少
し大げさに伝えられるようなテーマなのだと感じまし

た。
近藤　これと関連しそうなのは，RIETI の Discussion 

paper の Hamaguchi and Kondo （2017）で，こちら
も Frey and Osborne に依拠しています。ただ，彼ら
はもう少し単純に，Frey and Osborne が計算してい
る職業別のなくなる確率をそのまま持ってきて，それ
を『国勢調査』とか，『就業構造基本調査』とかにくっ
つけています。彼らはだれが影響を受けるかを属性別
や地域別に見ていて，おもしろかったのが，低賃金・
低スキルな職ほど代替されやすいと。スキルの高い人
たちが代替されにくいのは，非正規のほうが代替され
やすいのと整合的だと思うのですが，それが地域別と
か男女別とかを細かく見ていくと，大都市の女性は相
対的に男性に比べて代替されやすくて，それが地方に
行くと逆になります。地域別の代替され具合の男女差
が結構あって，大都市の女性が一番代替されるリスク
の高い層だと論じています。

その論文から読み取れるのは，このまま何も産業構
造が変わらないで技術進歩だけが進むと，この人たち
の職が失われるから，受け皿を考えることが必要で，
もちろん技術進歩が進めば違う職業ができるので，こ
の人たち全員が失業者になるわけではないのだけれど
も，新しく職業ができたところに移していくときに一
番ケアしなければいけないのは，この辺の層だと。そ
ういう視点で分析がなされています。どの職業が代替
されやすいかがわかれば，そこからどういうふうに
移っていってもらうかも考えやすいのかなと思いまし
た。

山本　Autor らの研究では，中間層でなくなった
ジョブの受け皿として，サービス業のジョブやドライ
バーといったジョブが機能していたことが指摘されて
います。しかし，AI やロボットによって給仕も運転
もできるようになると，受け皿がなくなってしまうの
で技術的失業が生じかねないと懸念されていると思い
ます。おそらく日本は，まだそこまでの変化は起きて
なくて，例えば都市部では事務の仕事がまだ多く残っ
ていて，非正規雇用や女性が中心的に担っていると思
われます。だからこそ，今後新たな技術が普及すると，
そうした仕事が奪われやすく，そのときに仕事がなく
なった人たちの手当てをどうするかが課題になると思
います。事務をしていた人が人手不足だからといって
建設現場に行くかというと，そうもいかないので，ミ
スマッチの問題をどうするかが大事になります。
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大石　非正規で働くそういう人々は，雇用保険に加
入していてもあまり多くの失業給付は得られないと思
われます。そうすると，やや超越的なコメントですが，
この問題はベーシックインカムなどの議論にも結びつ
くのではないでしょうか。

近藤　あと，よく言われるのは，人的資本の底上げ
という話もありますよね。どのぐらい実現可能性があ
るのか，若干疑問だなと思うのですが，真ん中ぐらい
のスキルの人にハイスキルの人になってもらうという
考え方もありますよね。

山本　そうですね。あと，近藤さんが指摘された地
域によって影響の出方が違うというのは，Autor をは
じめいくつか研究されていますよね。

佐野　地域で見る視点が重要になってくるのかもし
れないですね。

山本　あとはわれわれ労働経済学者が，この結果が
すべてではないのですよと，もう少し言っていくのは
必要でしょうね。

近藤　新しい職業ができますよというのは大事です
よね。

山本　労働時間についても 3 本の論文を取り上げま
す。1 つは Genda, Kuroda and Ohta （2015），もう一
つが Kawaguchi, Naito and Yokoyama （2017），もう
一つが小野（2016）です。働き方改革が話題になって
いるように，日本人の長時間労働の要因や政策的な介
入に注目が集まっていますが，取り上げた 3 つの論文
もそこに関連するもので，いずれも現在の働き方改革
の議論に役に立つ論文かと思います。

山本　最初に Genda, Kuroda and Ohta （2015）を
取り上げます。これは 2000 年代前半の景気後退期に
男性の正規雇用者の労働時間が増加したことの原因を
探る論文になっています。景気後退期には生産の需要
が減るので労働時間も減少することが一般的ですが，
2000 年代前半の景気後退期には逆の現象が生じたた

めパズル（よく分かっていない）と問題提起し，それ
を多角的に解明していく流れになっています。労働時
間が増加した仮説としては，① Fixed duty effect と
して，人員削減の結果，固定業務を担う正規雇用者の
1 人当たりの負荷が増加した可能性，② Worker 
replacement effect として，正規から非正規への代替
によって残された正規雇用者の固定業務や管理業務が
増加した可能性，③ Dismissal threat effect として，
解雇を恐れて一生懸命働くようになった可能性，④
Wage incentive effect として，高賃金を求めて一生懸
命働くようになった可能性を検証しています。検証の
メインは『労働力調査』（総務省）の個票データを用
いたものになりますが，ほかにも，過去に実施された
労働者へのアンケート調査や独自のウェブ調査（回顧
調査）の個票データを用いたものも実施しているのが
特徴です。検証の結果，4 つの仮説はいずれも実証的
に支持されることが示されています。

まず，この論文の着眼点になっている，景気後退期
に労働時間が増えたというエピソード自体が興味深い
と思います。景気とプロシクリカル（正循環的）に労
働時間が長くなるならまだしも，不況期に労働時間が
長くなると，一生懸命働くけれども業績やボーナスは
伸びないなど，労働者にとって納得感が得られないよ
うな長時間労働が生じてしまい，ストレスの増加や健
康の悪化につながることが懸念されます。産業保健や
心理学の分野では，労力が報われない働き方をしてい
るとメンタルヘルスが悪化するという「努力・報酬モ
デル」という理論がありますが，不況期の長時間労働
化はマクロ的にこうした事態を招くおそれがあるた
め，その原因を探求することの重要性は高いと思いま
す。

検証された 4 つの仮説を見てみると，共通して言え
そうなのが，バブル崩壊以降に日本企業の多くは賃金
カットや早期退職や非正規雇用へのシフトなどの調整
を行って労働費用を節約してきましたが，企業内に残
された正規雇用者には長時間労働としてそのツケが
回ってしまったということかと思います。働き方を変
えず正規雇用者の長時間労働に頼ってきたバブル崩壊
以降の日本の内部労働市場の実態が浮き彫りになって
いて，現在注目されている働き方改革が必要とされる
根本的な原因が見え隠れするように思います。また，
解雇や賃金カットを恐れて長時間になるというのも，
日本の内部労働市場の特性をよく捉えています。外部

Ⅳ　労働時間

①   Genda,Yuji Kuroda, Sachiko and Ohta, Souichi 
“Does Downsizing Take a Toll on Retained 
Staff? An Analysis of Increased Working Hours 
in the Early 2000s in Japan”
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労働市場が未成熟で転職の機会が少ないために，不況
期に企業内で頑張らなければならず，さらに，成果で
はなく，頑張っている姿をシグナルとして送ることが
大事になり，長時間労働化が進んだと解釈できます。
そういう意味では，ある程度，雇用の流動性を適正水
準まで高めることも，やはり日本の労働市場には大事
なのではないのかなと思ったりもしました。

最後に，この論文を見ていて勉強になったのは，1
つのデータだけではなくて，ほかのデータも可能な限
り最大限に活用して頑健性を出しているという点で
す。公的統計は正確性や代表性という点ではメリット
がありますが，リサーチクエスチョンに適合するよう
な詳細な情報が利用できないことが多々あります。そ
こで補完的に別の目的で実施されたアンケート調査を
用いたり，独自のウェブ調査を用いたりすることで，
分析結果の説得力が格段に高まると思います。こうし
た分析姿勢には好感が持てますし，見習うべきと感じ
ました。

大石　私も 3 つのデータを使って重層的に分析して
いくという手法に大変感心しました。それから，
fixed-duty という概念，これは多くの労働者が感じて
いると思いますけれども，それを見える形で分析の俎
上にのせたところも非常に大きな貢献だったと考えて
います。

推定結果を見るといろいろ興味深い点があります。
例えば表 1 の推定では婚姻状況や就学前児童の有無，
配偶者が働いているかどうかを示す変数が入っている
のですが，結婚していると労働時間が長く，しかも係
数が不況期に大きくなっています。それに，就学前児
童の存在が労働時間に及ぼす影響が最近になるほど大
きくなっているのですが，共働きをしていることは労
働時間に有意な影響を与えていません。こうした状況
では夫婦でのワーク・ライフ・バランス（WLB）を
達成することは難しいだろうなと思います。

引用されている Ohanian and Raffo （2012）では，
日本で労働時間とアウトプットの関係が弱まっている
と指摘されているのですね。長時間労働をしても成果
に結びつかない理由の 1 つが fixed-duty の存在であ
るなら，「時間でなく成果で評価を」という方向に進
んでいっていいのだろうかとやや疑問に思いました。

あと細かいコメントですが，ここでの不払い残業と
いうか，アンペイド・オーバータイムですか。それは
実際にはどういう変数だったのかなというところが私

は読み取れなくて，例えば裁量労働制だったのかと
か，そういった勤務体制の話が捉えられたらもっとお
もしろかったのかもしれないとも思います。

それから，回顧データは 2012 年の調査で，2002 年
のときどうでしたかということを尋ねているのです
が，その間に退職した人は調査対象から脱落すると
いった生存バイアスはあるかもしれません。とはい
え，結果はどの調査を使ってもほぼ同じなのでロバス
ト（頑健）なのだろうと思います。

山本　ウェブ調査の部分は，さまざまな難しさがあ
る中で，他に情報がないので回答者に記憶を辿っても
らいながらデータを集めるという工夫がされていると
思います。頑健性のチェックという点ではとても有用
だと思います。

山本　次が Kawaguchi, Naito and Yokoyama （2017）
です。この論文は，1990 年代半ばの労働基準法改正，
簡単にいうと週休 2 日制の導入や法定労働時間の削減
といった時短政策の効果測定をしています。分析手法
としては不連続回帰分析を用いています。法定労働時
間の削減は業種や規模によって段階的に進められまし
たが，製造業の事業所 300 人以下と 301 人以上の時短
の適用には，1994 年から 1997 年にかけて違いが生じ
ていました。そこで，従業員 300 人前後の規模の限界
的な違いを不連続性とみなし，労働時間や賃金に不連
続な変化をもたらしたかを検証することで，時短政策
の因果的な効果を識別しようとしています。検証は

『賃金構造基本統計調査』の個票データを用いており，
規模自体あるいは他の説明変数に不連続性が無いと
いった不連続回帰の前提条件をチェックした後，不連
続回帰を実施しています。その結果，当時の制度変更

（時短）は労働時間や賃金に影響を与えていなかった
ことが明らかになっています。ただし，理論的に制度
変更の影響が出やすいと想定される週労働時間が中程
度の長さ（週 40 〜 44 時間）の企業（正確にはそうし
た傾向スコアが高い企業）に限定すると，時短政策に
よって労働時間が 2.8 時間減少したとの有意な結果が
得られることも示しています。もっとも，この場合で
も，賃金や採用人数への影響は引き続き見られないそ

②   Kawaguchi, Daiji Hisahiro Naito and Izumi 
Yokoyama “Assessing the Effects of Reducing 
Standard Hours: Regression Discontinuity 
Evidence from Japan”
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うです。
現在，働き方改革の一環として，労働時間の上限規

制を強化することが大筋合意されていて，法改正を待
つ段階にありますが，時短政策によって労働時間が変
わりうるのかどうかという点は多くの人が関心を持っ
ていると思います。そういう意味では，過去に日本で
は時短政策が実施されているにもかかわらず，その定
量的な評価は必ずしも多く行われていませんでした。
その中で，不連続回帰という分析手法を用いて厳密な
政策評価のエビデンスを導出しているこの論文の貢献
は大きいと思います。一方で，1990 年代の時短政策
は法定（所定内）労働時間を削減するというもので，
今回の働き方改革に伴う残業時間の上限規制の強化と
は異なることはエビデンスを活用するうえで留意すべ
きです。

内容も興味深い論文ですが，印象的だったのは，不
連続回帰を日本の労働市場に適用している 1 つのお手
本のような分析がされている点です。日本の労働政策
は企業や事業所の規模で分けて段階的に適用していく
ことが多いため，不連続性が生じやすく，それを活用
することで，適切な操作変数や社会実験・自然実験な
どがなくても，因果関係や政策効果の識別がしやすい
ことがあらためてわかります。

また，この論文は手法の説明が教科書的でわかりや
すいので，不連続回帰を学ぶ上でも参考になると思い
ます。不連続回帰にはいろいろな種類がありますが，
比較的シンプルなテクニックを用いているので勉強に
なるなと思います。

大石　そうですね。時短の効果，時短の影響につい
ての理論面の解説も丁寧で，大学院生レベルの人に
とっても大変勉強になると思います。

この論文では，日本の時短は雇用創出には特に効果
はなかったと結論しています。ヨーロッパではジョブ
シェアリング的な意味合いで時短が進められた経緯が
あるので，日本の時短が雇用対策になったかどうかは
国際的にも注目される点です。ただし，日本で時短が
始まった契機は 1980 年代の日米貿易摩擦ですね。日
本人が休みもとらずに働いて鉄鋼や自動車を輸出して
いる，けしからんとアメリカに言われて時短が始まっ
たので，ヨーロッパとはまたコンテクストが違ってい
るようにも思いました。

山本　そのとおりだと思いますね。そういう意味で
は，今回の働き方改革で所定内労働時間を変えようと

いう議論はほとんど起きなくて，上限規制，特に，
三六協定の運用方法を見直すことに焦点が当たってい
たのは印象的です。この論文をはじめ労働経済学研究
の蓄積によって，時短政策は必ずしも有用ではないと
いうエビデンスが拡がったことが背景にあるとした
ら，研究の意義を感じますね。

近藤　規制がほんとうに労働時間を変えられるかと
いう視点では，まだ未定稿ですが，朝井友紀子さんと
児玉直美さんが，2010 年に月 60 時間を超える残業の
割増賃金率が 25%から 50%に引き上げられた政策の
効果を検証しています。分析では，改正前に月 60 時
間の超長時間労働をしている者とそれ以外の者の労働
時間の変化を見ていて，改正後は超長時間労働者の労
働時間が減少しましたが，それ以外の者の時間が少し
増えたため，残業時間の総数は変わらないという結果
でした。つまり，全体の残業の量そのものは減らさず
に，60 時間を超えないように労働者の間の配分を調
整しているだけで終わってしまっているってことなん
だと思います。

山本　週 60 時間以上で割り増し賃金率が 5 割にな
るという，法改正の政策評価の分析ですね。

近藤　60 時間超えたところは減って，超える手前
は増えるみたいな分布の動きがあったけれども，平均
時間で見るとそんなに変わっていないと。

山本　そうですね。慶應義塾大学パネルデータ設
計・解析センターのパネルデータを用いた別の研究で
も，法改正の影響はあまり見出されていなかったと思
います。

近藤　そう。ないと言い切れないけど，あるとも言
い切れないみたいな感じです。

山本　理論的には割り増し賃金率を高めることで労
働時間を減らすインセンティブを企業に与えられると
思いますが，ボーナスを減らすなど，ほかにも調整弁
があると必ずしも時間調整は生じないと考えられま
す。そうしたことも考えると，総労働時間の上限規制
の強化という今回の法改正も，他の抜け道があった
り，法令遵守がなされなかったりすると，効果が出な
かったり，思わぬ弊害が生じたりすることもあります
よね。法改正後にどのような変化が実際に起きたかと
いった検証が重要になると思います。また，法改正を
待たなくても，現在，企業が自主的に朝型勤務を導入
したり，夜 8 時以降の残業を禁止したりする長時間労
働是正策に取り組んでいますので，そうした取り組み
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の効果測定を労働経済学の研究として積み重ねていく
ことも重要と思います。

佐野　日本だと制度の適用範囲が，企業規模や従業
員規模で分かれたりするので，そういう基準をうまく
使い政策効果を検証する研究がもっと蓄積されていく
と，どんな手段が有効なのかの示唆があるので，制度
を調べて丹念に分析していくというのは重要だなと思
います。

山本　3 本目は小野（2016）になります。この論文
はまさに日本の長時間労働に焦点を当て，長時間労働
にどういう問題や弊害があるのか，なぜ長時間労働が
生じるのか，それを是正するにはどういう方向性が考
えられるのかといったことを整理しています。サーベ
イ論文として，いろいろな研究を引用しながら論を展
開していく形式になっています。長時間労働の弊害と
して，人的投資の無駄遣い，WLB 実現の障壁，ダイ
バーシティ経営の障壁，イノベーションの阻害，健
康・ウェルビーイングの悪化を指摘しています。長時
間労働の原因としては，インプット重視，人的資本の
シグナリング，集団意識と上下関係，内部労働市場の
大きさ，曖昧な職務内容，男女間性別分業を指摘して
います。さらに，長時間労働の是正の方向性として，
日本的雇用慣行の良さは維持しつつ，上記の原因を軌
道修正することが重要であると指摘しています。

この論文のサブタイトルは「社会学的考察」と書か
れていますが，政策的に注目されているテーマだから
こそ，経済学も社会学もいろいろと活用して，本質的
な問題を解明していく研究は大事だと思います。多く
の学術論文をもとにしているので説得力もあります。
内容的には，長時間労働の弊害として健康やウェル
ビーイングの悪化があることを指摘していて，国際比
較すると長時間労働をしている国ほど生産性だけでな
く幸福度も低いことを示しているのは印象的でした。
その点では，今回は詳しく取り上げませんでしたが，
Hamermesh, Kawaguchi and Lee （2017）では，日本
の 1990 年代の時短に注目し，時短政策で労働時間が
減ったであろう人たちの満足度が上がったことを示し
ています。また，長時間労働によってメンタルヘルス
が悪化することも，別の研究で示されています。とい
うことは，やはり日本の労働時間というのは，少なく

とも労働者のウェルビーイングという点で見れば最適
な値を超えていることが示唆されるとあらためて思い
ました。

このほか，労働時間が長くなることの原因に関して
は，この論文でも触れられている Kato, Kawaguchi 
and Owan（2013）の人事データを使った研究で，長
時間労働が高い生産性のシグナルとして使われてい
て，しかも女性ほどその傾向が顕著であることが示さ
れているのは興味深いと思います。長時間労働がシグ
ナルになって昇進が高まることは，評価体系がイン
プットに依るところが大きく，成果やスキルを評価す
る体制が企業内に整備されていないことが背景にある
ように思います。

大石　インプット重視との関連で思い出したのです
が，アメリカの経営学者による調査では，管理職は実
際に週 80 時間働いた部下と 80 時間働いたフリをして
いる部下とのパフォーマンスの違いを見分けられない
そうなのです。ですから，インプット重視になってい
るといっても実は曖昧なのではないかなと思います。

この小野先生の論文と先ほどの Genda, Kuroda and 
Ohta （2015）をつなげて見ると，生産性を上げて労働
時間を削減していくには fixed-duty 部分の見直しを
どのように達成するのかが重要と思います。

それから，これは時短によって満足度が上がったと
いう先行研究とは逆の話なのですが，ワーク・ライ
フ・バランスについて社会学分野で話題になっている
本として『タイム・バインド』があります。それによ
ると，今や仕事よりも帰宅してからする家事・育児の
ほうが忙しくて，労働密度が高くて疲れると。職場で
は雑談もできるし，コーヒーも飲めるし，頑張れば評
価されるからさらに仕事にのめりこむ。長時間労働の
結果，家庭時間が圧縮されて，その中で家事や育児な
どのタスクが増えていくと，仕事と家庭の逆転とでも
言うような状況が生まれる可能性があります。

山本　上司が部下の労働時間を必ずしも把握できて
いるわけではないというのは興味深いですね。だから
こそ，上司が残っているときにシグナルとして自分が
頑張っている姿をアピールするために，たとえ自分の
仕事が終わったとしても帰らないという構造が出来上
がるのかもしれません。

また，生活時間もかなりインテンシブになってきて
いるという指摘も興味深いですよ。タイム・ユース・
サーベイで日本とアメリカでフルタイムで働く男女を

③  小野浩「日本の労働時間はなぜ減らないのか ?
─長時間労働の社会学的考察」
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比べてみると，家事と仕事の労働時間を合わせた時間
は日本の女性が圧倒的に長くなります。家事も育児も
仕事も両立させる際に，女性にかなりのしわ寄せが生
じているのが現状としてあると思います。このあたり
は変えていくべきと思いますね。

佐野　感想みたいな感じですが，経済学だけではな
く，ほかの分野でどのような研究蓄積があるかを知る
のは重要だと感じました。個人的におもしろかったの
が，会議や授業中に居眠りしていても，それはイン
プットして頑張った結果だから許されるエピソードで
す。そうかなと思いながらも，よく考えると変な話で
すが，寝ずに頑張ったアピールをシグナルとして考え
る視点はおもしろいなと思いました。そのような，当
たり前だと思ったことというのを少し突き詰めて考え
てみると意外におもしろかったりすることもあり，
様々な発見ができると考えさせられるおもしろい論文
だなと思いました。

山本　個人的に思うのは，社会学は現象を捉えるの
に長けていて，それを経済学的に解釈すると経済学の
研究につながっていくと思います。同じ現象でも異な
るアプローチで研究していくことは大事ですよね。

佐野　次は内部労働市場というテーマです。1 つ目
は既存のデータから内部労働市場の特徴をどう捉える
かという Kawaguchi 論文と，もう一つは徐々に蓄積
されてきている人事データからどんな分析が出来るの
かという意味で Araki 他の論文を紹介します。

Kawaguchi 論文の問いは，いわゆる日本的雇用慣
行が女性に不利に働くかです。日本的雇用慣行，内部
労働市場の程度というのは徐々に変化しており，しか
も女性の労働進出が増えている。その背景を前提に，
内部労働市場の程度を統計から定義し，それらと賃金
格差，女性のフルタイム比や昇進確率との関係を検証
しています。
『賃金構造基本統計調査』の 1990 年から 2009 年ま

での個票データを用いています。内部労働市場の程度

は，ある事業所での 40 代男性の平均勤続年数を長期
雇用の程度，人数調整後の勤続 15 年から 19 年の平均
賃金と勤続ゼロから 2 年までの平均賃金の差を年功賃
金の程度としています。他には，新卒で採用された長
期雇用者と定義された人たちに占める管理職の割合も
用いています。この論文の特徴として，『賃金構造基
本統計調査』はクロスセクションデータですが，それ
を個人単位で分析に使うだけではなく，3 桁産業分類
と企業規模でグループ化し，そのグループのもとでパ
ネルデータとして扱って分析している点です。それか
ら，『賃金構造基本統計調査』は事業所単位の調査な
ので，その事業所の中から労働者をピックアップでき
るため，ある特徴を持つ労働者がどういう特徴を持っ
た事業所にいるのかに着目しているのもこの論文のポ
イントです。

賃金関数に内部労働市場の程度の指標を含めた式を
推計した結果によると，長期雇用の程度や年功賃金の
程度は男女の賃金格差を拡大させる方向にある。長期
雇用と年功賃金の程度が大きいと女性のフルタイムの
比率にも不利に働く。長期雇用の程度が大きいと女性
の管理職への昇進は抑制される方向にあることを発見
しています。ただ，グループでパネルデータ化した固
定効果モデルで推計すると，これらの傾向はそれほど
強くないことも示しています。これに対して筆者は
様々な解釈を与えたうえで，内部労働市場に関連する
施策を捉える指標を使うことで，より明瞭な関係が出
る可能性を議論しています。

貢献は同一事業所内の複数の労働者が観察される
『賃金構造基本統計調査』の特徴をうまく生かして，
事業所と個々人の情報をリンクさせて分析した点で
す。ただ，定義された指標がどの程度もっともらしい
かは，私ははっきりとしなかったのですが，それだけ
内部労働市場の程度をそのように定量化すべきかの難
しさがあると感じました。また，企業と事業所のマッ
チデータを用い，さらにそれが複数年追跡できるよう
になってくると，もっと詳細なことがわかるのではと
いう印象を抱かせた研究です。

山本　女性活躍推進の阻害要因として日本的雇用慣
行が指摘されることが多いのですが，実際にそうなっ
ているのかを『賃金構造基本統計調査』の長期間の個
票データで検証しているのは貴重だと思います。ま
た，分析結果も，日本的雇用慣行が女性の活躍推進の
阻害要因になっていそうだけれども，固定効果モデル

Ⅴ　内部労働市場

①   Kawaguchi, Akira “Internal Labor Markets and 
Gender Inequality: Evidence from Japanese 
Micro Data, 1990 2009”
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を使うとそうした結果が出にくいことも示していて，
今後の研究につながる可能性が見えているのもいいと
思いました。一方で，やはり佐野さんが言われたよう
に，日本的雇用慣行を捉える指標についてはさまざま
な見方ができるかと思います。例えば，賃金格差は企
業間でのばらつきは大きい一方で，時間方向での変動
が小さいかもしれず，そのために固定効果モデルだと
有意な結果が出にくくなっている可能性もあるかと思
います。

佐野　そうですね。
山本　それから女性活躍推進の取り組みについては

影響が出るのに少しラグがある可能性もあるので，今
後探っていくといいと思います。また，利用データが
2009 年までの 20 年間で長期なのは素晴らしいのです
が，最近，人手不足や政府の旗振りもあって，女性活
躍推進の動きは各企業で積極化してきているので，最
近までのデータを入れるとまた結果が変わってくるこ
とも考えられると思いました。

佐野　確かに 90 年から 2009 年というデータの用い
方をしていますが，そこはまだ拡げられる余地もあり
ますよね。効果のラグを考えた視点も重要ですね。

山本　データについて，『賃金構造基本統計調査』
は 2005 年で大きめの変更があったと思いますが，そ
の点についてはどのように対処されているのでしょう
か。

佐野　この論文では，2005 年から 2009 年ダミーと
の交差項で統計の断絶による変化を捉えていますが，
これは分析する人によってやり方が違います。たとえ
ば，使用するデータを 2 つの期間で完全に分けるやり
方をする方法もあります。こういう統計の取り方や定
義が変わったときにどう扱うのかというのも悩ましい
ですよね。ダミーでいいのか，それとも分けるのか極
端な話，データを変更前までしか使わないなど，色々
と選択肢がありますが，どれがいいというのはわから
ないですね。いろいろな方法で確かめるのもいいのか
なと思います。

山本　そうですね。

佐野　次に紹介するのは，Araki, Kawaguchi and 
Onozuka （2016）で，この研究は，人事データを用い
て雇用主学習モデルを推計しています。雇用者は職務
能力の代理指標として学校歴，出身学校から得られる
情報を利用しているか，そしてそのスピードはどれぐ
らいかを厳密に計測しているのがこの論文の貢献で
す。

具体的には 2 社の人事データ，製造業と自動車の部
品メーカーの人事データを用い，対象を大卒労働者に
限定した上で，出身大学を，銘柄大学かそうではない
かで分類しています。この人事データは，複数年の人
事評価の情報を得ることができるので，職務上のパ
フォーマンスを観察できます。さらに，いつどのタイ
ミングで昇進していったかもすべて観察できるデータ
です。これらから様々な興味深い事実を発見していま
す。結構いろんなことをやっていて，おもしろい結果
も様々ありますが，抜粋して説明します。例えば，
キャリアツリーを描くと，銘柄大学とそうではないグ
ループで，昇進のスピードや，最終的にどこのランク
まで昇進するかに差があることを発見しています。さ
らに，過去に上司からの評価が同じでも，銘柄大学出
身者のほうが昇進が早いことを記述統計的に丹念に示
しています。その上で雇用主学習モデルに基づき，労
働者の能力に関する情報量がいつの時点で半減するか
というパラメーターを推計しています。推計結果によ
ると，約 3, 4 年で大学の情報から得られる能力の指標
というのは半減していきます。つまり，最初のうちは
学校の情報から能力に関する情報を得ているが，それ
がすぐに減っていくという興味深い発見をしていま
す。

論文では，この人事データだからこそできる点を強
調した上で，モデルをきちんと組んで，そのパラメー
ターを定量的に示しています。ただ，この結果の解釈
は色々ありうると思います。論文でも留保されていま
すが，この結果がシグナリングなのか人的資本なのか
は，モデル上識別が難しいです。つまり，出身大学か
ら職務能力に関する情報をある程度得ているという意
味ではシグナルの部分が成り立つとも考えられるし，
それがすぐに減っていくので結局は人的資本の話に
なっていくのか，議論の余地があります。シグナリン
グと人的資本の識別という研究上の大きな流れがある
中で，どこまでそれに迫れるかというのが残された課
題です。論文自体は，いろいろ分析しており，1 つ 1

②   Araki, Shota Daiji Kawaguchi and Yuki 
Onozuka “University Prestige, Performance 
Evaluation, and Promotion: Estimating the 
Employer Learning Model Using Personnel 
Datasets”
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つの結果を見るだけでもおもしろい論文かなと思いま
した。

山本　印象的だったのは，人事データを効果的に用
いて，高度な理論モデルをうまく構造推定している点
です。情報技術の普及で人事データは研究に活用しや
すくなってきているため，こうした研究は増えてくる
のではないかと思います。企業では人事情報や勤怠情
報などの蓄積はされていますが，なかなか企業で活用
されておらず，また，学術研究での利用も進んでいな
いのが実情です。仮に人事データが入手できたとして
も，中身を見てみたら欠損値が多いなどして分析に用
いるのが難しいものであることは少なくないと思いま
す。また，人事データになると，その会社の固有の人
事制度や運用方法などを理解しないと，間違った使い
方をしてしまう危険性もあると思います。そうした中
で，この論文はデータの入手や制度の理解も含めてか
なりの苦労があったのではないかと思われます。

内容面では，エンプロイヤーラーニングの実証研究
はそれほど多くない中で，日本でのエビデンスが導出
されていることは貴重だと思います。当然，2 社の人
事データから導出されたエビデンスなので一般化は難
しいかと思いますが，こうした研究が多くなされ，さ
まざまなエビデンスが蓄積されるといいと思います。
そうなってくれば，各研究のエビデンスに対してメタ
分析を実施することができ，一般化の議論もしやすく
なると思います。

佐野　そうですね。確かに，人事データの良さは詳
細であることですけど，あるケースでもあります。
様々なケースを集めてメタ分析にかけるというのが今
後必要となるかもしれないですね。聞き取り調査や過
去得られてきた結果を改めて検証したり，メタ分析で
調べてみるというのも研究の方向性としてあるかもし
れません。

近藤　そういう人事データを企業が寄託できるよう
な受け皿を整えて，データバンク的なものをつくろう
という動きも出てきていますね。まだ実用化まではし
ばらくかかるかもしれませんが，そういうのが少しで
も広く使えるようになってくるといいですね。今まで
は，人事データはまず企業に食い込んでデータをいた
だいてくるところからやらなきゃいけないから，なか
なかコネクションがないと難しかったと思うんですけ
れども。

山本　そうですね。

近藤　データを集める手段として，ICT が進んで，
企業が人事の管理にコンピュータを使っているので，
既に電子データとして持っているというのが昔と違う
ところですね。

山本　そうですよね。あとは秘匿性をどうするかと
いう問題をクリアすることが大事ですよね。

近藤　そう。その辺は多分，ノウハウができ上がっ
て，こうしますというのがぱっと一般化できるような
基準さえできれば，いろんな会社に同じ基準を当ては
めて機械的にデータ化するということは可能になって
いくでしょうね。

山本　データという意味では，勤怠管理や総務の部
分は外部業者にアウトソーシングしている企業も多い
と思うので，勤怠システムの開発・提供ベンダーと連
携することで，データを利用できる可能性は高いはず
です。このアプローチだと同じシステムを用いている
複数の企業のデータが取れるので，学術的な利用もし
やすく，期待したいところです。

近藤　そうですね。そのデータバンクの中にそうい
うものも含まれますよね，おそらく。

山本　エンプロイヤーラーニングに 3 〜 6 年かかる
という結果はアメリカの企業と比べるとどうなので
しょうか。

佐野　この論文で引用されている Lange も 3 年と
同じくらいなのでそれほど変わらない印象です。

大石　入社後の企業内訓練のチャンスなどに差があ
るとか，そういうことはわからないのですか。

佐野　ここについては特に言及はされていないと思
いますし，どこまで把握されているかはわからないで
す。

近藤　確かに最初の 3，4 年でどこに配属されたか
によって，人的資本投資自体が変わるってありますよ
ね。

大石　銘柄大学出身者は力を入れていろいろなチャ
ンスが与えられるけれど，非銘柄大学出身者だとそう
でもない，とか。

近藤　そうすると，だんだん実力自体がついてくる
からと。

佐 野　 同 じ デ ー タ を 使 い，Sato, Hashimoto and 
Owan（2017）が，部署配置，異動・転勤と昇進の男
女差を分析し，転勤回数と昇進の関係が女性には強く
出ることを発見しています。同じように銘柄大学か
で，チャンスの与えられ方が違いキャリア形成の差を
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生じるかもしれません。

大石　2015 年に女性活躍推進法が成立し，女性の
労働市場への参加が政策的に推進されていますが，仕
事と家庭の両立はいぜんとして困難という現状があり
ます。そういう視点から，ここでは女性の働き方と子
育てに関連する論文を 4 本取り上げます。

大石　1 本目は Asai, Kambayashi and Yamaguchi 
（2015）です。これはワーキングペーパーの段階から
注目されてきた論文でありまして，保育サービスの拡
充が母親の就業率を引き上げたのかどうかを都道府県
別のパネルデータを用いて検証しています。現在，待
機児童ゼロが政策目標として掲げられていて，保育
サービス拡充のために国や地方自治体レベルでいろい
ろな予算がつけられています。公的保育には多額の公
費が投じられているのですが，この論文では保育サー
ビスの拡充が母親の就業率に及ぼす影響が非常に小さ
かったという結果になっているので，ショッキングに
受けとめられたという経緯があります。

手法としては，1990 年から 2010 年までの『国勢調
査』を用いて都道府県別のパネルデータを構築してい
ます。それと，厚生労働省の「社会福祉施設等調査」
から得られる都道府県別の保育所の定員数を 6 歳未満
人口で除して保育所の利用可能性という指標を作成
し，その上昇と母親就業率の関係を固定効果モデルで
推定しています。

ちなみに，保育所の利用可能性上昇の大半は，少子
化で子ども数が減ったことが寄与しています。そうい
う面白い事実を提示している点もこの論文の魅力で
す。

結論としては，保育サービスの利用可能性の上昇が
母親の就業率に及ぼす効果は小さかったということな
のですが，なぜそうなったかといいますと，3 世代世
帯で従来は行われていた，いわゆる，おじいちゃんお
ばあちゃん育児が認可保育所での保育に代替されたか
らです。家庭内でのインフォーマル・ケアから認可保

育所によるフォーマル・ケアへという変化があったこ
とは，これまでの研究では見逃されていた点でありま
して，政策的なエビデンスとして大きな貢献をなした
と思います。前々回の「学界展望」で取り上げられた
宇南山（2011）とこの論文，そしてこの後ご紹介する
Nishitateno and Shikata （2017）をセットにして読ん
でいただくとよいのですが，都道府県別パネルデータ
による研究のポテンシャルは高く，研究が次々出てき
ていますね。

都道府県レベルのデータを用いていることについて
は，たとえば保育所を利用するために他県に転居する
人がいるのではないかという批判もありえますが，こ
こでは家計経済研究所のパネルデータと別のデータ
セットを用いて保育目的での転居は少ないことを示し
ています。

私が少し気になった点としましては，家計研パネル
の対象者のうち 1993 年時点で 6 歳未満の子どもがい
る既婚女性というのはやや世代が古いというか，メイ
ンの分析対象とはズレがあるように思いました。ま
た，直近で保育所の拡充が大規模に行われ，母親就業
率も若い世代で大きく上昇していますので，今後，新
しいデータによる分析を期待したいところです。

佐野　そうですね。私も就業と育児サービスとの関
係をきちんと調べるというテーマの重要性と，結果の
インパクトも大きかったと思います。ある種の通念と
されるものを覆していく面白さと，しかも，都道府県
のパネルデータで，差分の差分法（Difference-in-
differences）という非常にシンプルな分析方法なのに
様々なインプリケーションを持つ結果を出し，さらに
これに続く研究も出たりとインパクトが大きい論文で
す。別の視点からすると，都道府県データで結構でき
ることがあるんじゃないかという意味で，地域的なバ
リエーションをうまく使った研究の 1 つの参考になる
論文という印象です。手法の手堅さと，説明やディ
フェンスの仕方というのもかなり勉強になるところで
すね。結果も，3 世代同居との関係で，インフォーマ
ルなサービスを代替したという，理解しやすいもので
す。コメントが重複しますけど，Nishitateno and 
Shikata （2017）と読み比べるというのもおもしろい
ですね。

近藤　この次の論文がそうだと思うんですけど，結
構これ，どの時代のどこの地域を見るかで結果が変わ
るんですよね。この論文の 1 つの特徴としては，全国

Ⅵ　女性労働と育児

①   Asai, Yukiko, Ryo Kambayashi and Shintaro 
Yamaguchi “Childcare Availability, Household 
Structure, and Maternal Employment”
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の都道府県レベルのデータを見ているので，地方部が
入っているわけです。待機児童問題というのは首都圏
とか近畿圏とか大都市での問題であって，日本全国か
ら見ると本当に一部の地域の問題なんです。人口で見
ると多いかもしれないけれども。多くの地域では子ど
もの数が減ったせいで保育園が余っていて，そういう
地域の場合は入るのも比較的簡単だから，3 世代同居
の代替になっている，というのは都心の待機児童だけ
見ていたらなかなか気がつかない視点ですよね。

大石　そうですね。ところで，後で出てくるトピッ
クの高齢者就業とも関連しますが，団塊世代が 2006
年ごろから引退しはじめているので，この論文で明ら
かにされたおじいちゃんおばあちゃん育児のあり方
も，足元で変わってきているかもしれません。

大石　次は Nishitateno and Shikata （2017）です。
こ の 論 文 は 先 ほ ど の Asai, Kambayashi and 
Yamaguchi （2015）をベースに，同じ期間について自
治体別のデータを用いて保育所の利用可能性と母親就
業率の関係を分析しています。もうひとつの特徴は，
就学前児童の年齢層を細かく分けていて，幼稚園と認
可保育所の代替関係にも注目している点が目新しいと
言えます。

自治体別データを用いることの意義ですけれども，
例えば同じ都道府県内でも自治体によって保育への取
り組みかたや保育所の整備状況は異なるわけですね。
Asai, Kambayashi and Yamaguchi （2015）は都道府
県レベルでの分析にする理由として，県内移動がもた
らす内生性の問題を指摘していましたが，本論文では
2012 年の総務省『就業構造基本調査』を用いて，保
育や教育目的での転居が規模的には小さいことを示し
ています。自治体レベルでの保育サービスの利用可能
性を用いた最近の研究としては，Fukai （2017）もあ
りますね。

結論としては，2000 年から 2010 年の間の母親就業
率の上昇のうち，5% から 11% ぐらいが保育サービス
拡充によるものだとされています。先ほどの Asai, 
Kambayashi and Yamaguchi （2015）では，保育サー
ビス拡充の効果は全体では非有意で，都市部の核家族
世帯についてのみ有意にプラスの影響が観察されてい

ました。一方，この論文では保育サービス拡充の効果
はあるのですが，それほど大きくない。というのも，
保育所が利用しやすくなると，幼稚園から移ってくる
世帯が出てくるからなのです。言ってみれば認可保育
所が幼稚園での保育をクラウドアウトするということ
で，幼児教育無償化などが議論されている今日，政策
的にも注目される発見だと思います。

佐野　先ほどの Asai, Kambayashi and Yamaguchi 
（2015）とおおむね構造は一緒なので，やはり気にな
るのは，なぜ分析ユニットを変えると結果が変わって
くるのかというところです。論文中ではさらっと書い
ており，その差がどこなのかがあまりつかめませんで
した。確かに都道府県と市町村だと，使っているバリ
エーションも違いますし，分析期間も違うとか，特定
化も若干違うなど，いろいろ違いはあるんですけど，
出てくる結論として少し印象が違ってくるので，この
あたりをどう解釈するのかなというのが少し気になっ
たところです。ただ，同じ保育サービス，育児サービ
スを利用するような者同士でのクラウドアウト関係と
いうのはかなりおもしろいところで，そういうことが
起こったとしたら，政策的な介入や提案としてどうい
うことができるかということの 1 つの示唆を与える論
文としておもしろいですね。

大石　そうですね。県内移動の内生性の問題を
チェックするためにわざわざ県レベルに集計し直して
推定すると，むしろ保育サービス拡充が母親就業率に
及ぼす影響は大きくなったと書かれていて，Asai, 
Kambayashi and Yamaguchi （2015）とは異なってい
ます。

近藤　質問なのですが，この論文の地域間のウエイ
ト の か け 方 は Asai, Kambayashi and Yamaguchi 

（2015）と同じだったでしょうか。ウエイトが異なる
なら，結果が違ってもおかしくないと思うのです。都
市部にウエイトが強くかかっていると結果が有意に出
やすいのではないでしょうか。

佐野　Asai, Kambayashi and Yamaguchi （2015）
は世帯数をウエイトにしていますが，この論文では就
学前児童がいる母親全体に占めるその自治体のシェア
をウエイトに用いていますね。つまり，若い女性に強
いウエイトがかかるような推計になっています。

近藤　そうすると，若い女性が多く住んでいるとこ
ろというのが都市部で，共働きが多いところになりや
すいので，こういう結果になったのかもしれません。

②   Nishitateno, Shuhei and Masato Shikata “Has 
Improved Daycare Accessibility Increased 
Japan’s Maternal Employment Rate?”
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大石　なるほど，それは重要なポイントです。
Asai, Kambayashi and Yamaguchi （2015）のように
世帯数ウエイトにしたらどういう結果になるのか興味
が湧きますね。頑健性チェックのために県レベルに集
計した分析もしていますが，ここでもウエイトの違い
が影響した可能性はありますね。

山本　政策的に問題になることは都市部が多いと思
うので，やはり母親の人数を用いるほうが適切ですか
ね。

近藤　そうですね。ウエイトの問題は結局のとこ
ろ，どこに着目するかによると思うのです。日本の平
均値が見たいのか，若い女性の平均値が見たいのか，
そ こ で す よ ね。Asai, Kambayashi and Yamaguchi 

（2015）も，都市部の核家族化が進んだところに限っ
ていえば保育サービス拡充の効果はあると書いていま
す。都市部で見られることをどこまでイシューとする
かによりますね。

大石　この 2 つの論文の分析対象期間は 2010 年ま
でですが，母親就業率は，2010 年以降のほうがむし
ろ顕著に上昇しています。3 歳未満児の母親就業率も
足元で伸びていますし，2015 年の『国勢調査』を用
いてアップデートすればさらに面白い結果が出そうで
すね。

山本　そういう意味では，Asai, Kambayashi and 
Yamaguchi （2015）についても言えることかもしれま
せんが，時間方向での内生性が生じる可能性もあると
思います。つまり，母親就業率が高くなるような地域
では保育ニーズが高まるので，自治体側が保育サービ
スを拡充させていく。そうした要因は，県とか自治体
の固定効果では除去できないと思います。

近藤　Asai, Kambayashi and Yamaguchi （2015） 
では 6 〜 14 歳の子どもがいる母親を対象に同じ分析
をして，地域の女性労働需要が増えたこととか，そう
いう女性労働一般についてのトレンドがもたらす内生
性はチェックしていますよね。でも，労働供給につい
ては特定の年齢層だけが変わる可能性はありますね。

大石　次に取り上げますのは Kobayashi and Usui 
（2017）による母親の就業と母乳育児についての研究
です。ちょっとソフトなテーマと思われるかもしれま
せんけれども，女性が社会進出する過程ではさまざま

な問題が生じており，それらも研究テーマになりうる
はずです。例えば Goldin and Katz （2002）の有名な
論文は，アメリカでピルの普及が女性の高等教育への
進学を可能にし，ひいては女性就業率の上昇に寄与し
たことを明らかにしています。本論文も，女性労働の
周辺に研究に適したイシューが多々あることを示す好
例だと思います。

母乳育児が健康面や情緒面で母子に良い影響を与え
ることは日本でも知られています。海外では母親の就
業と母乳育児の関係についての研究も出てきています
が，日本で，とくに固定効果モデルで分析したものは
ありませんでした。本論文では，母乳育児をするかど
うかの意思決定と，母乳育児期間をアウトカムとして
分析しています。

使われているデータは一橋大学の世代間問題研究機
構のプロジェクトが実施している LOSEF（雇用と子
育てに関するパネル調査）の個票で，LOSEF 回答者
の中から 3651 人の母親に子どもの育児方法を尋ねて
います。結果はどうかというと，まず，高学歴の母親
ほど母乳育児を実践する傾向にあります。ただし，母
乳育児を始めた人たちの間では，母乳育児期間に学歴
差は見られません。出生順位は母乳育児の実施確率に
は影響していませんが，母乳育児期間には影響してい
て，第 1 子のほうが長くなっています。それから，世
代別に見てみると，若い世代になるほど母乳育児に積
極的で，期間も長くなっているというような結果があ
ります。注目される就業との関係については，産後 1
年までに復職する母親とそうでない母親との間で母乳
育児の実施確率に差は見られません。ただし，母乳育
児期間については，産後 1 年までに復職する母親のほ
うが 1.65 カ月短い傾向にあります。それに，子ども
が生まれた後に父親がフレックスタイムで働くように
なると母乳育児をする確率が高まり，しかも母乳育児
期間も長くなっています。

高学歴で年齢が高い母親ほど母乳育児をするという
結果は，海外の研究と整合的です。固定効果モデルの
推定では，出産 1 年までに仕事に復職する母親の母乳
育児の実施確率は低いという結果なのですが，有意で
はありません。アメリカだと復職することと母乳育児
のトレードオフが明確に出るのですが，この論文でそ
うならないのは，著者らも指摘しているように固定効
果で推定するときのサンプルがかなり小さくなるため
かもしれません。

③   Kobayashi, Miki and Emiko Usui “Breastfeeding 
Practices and Parental Employment in Japan”
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父親の働き方に注目したのは非常に面白いのです
が，父親がフレキシブルに働けるということがどうい
うメカニズムで母乳育児に影響するのか，そのルート
がいま一つよくわかりません。フレックスタイムで働
いているからといって家事・育児を分担しているとは
限らないと思うのです。それに，父親の協力を重視し
ているということは，著者らは母乳育児を時間集約的
な活動だととらえているのでしょうか。でも，母乳育
児をすると哺乳瓶を消毒する手間もかからないし，粉
ミルクを買いに行く時間もお金もかかりませんよね。

佐野　私もこの論文，とてもおもしろかったです。
テーマも，母乳育児がいいことを前提としたときに，
なぜそれがそこまで進んでいないのか，あと雇用とど
う関係しているのかをまずは丹念に調べていくという
点がおもしろいです。それから結果もおもしろくて，
母親それ自身というよりはパートナーの労働が非常に
効いており，特に父親がフレックスかどうかというの
が統計的に有意に出ているというところが印象的で
す。この後の Bessho and Hayashi （2014）もそうで
すし，前に出てきた Asai et al. （2015）もですが，個
人と世帯でどう資源配分するかという視点から見て
も，この結果はいろいろ示唆するものがあるのかなと
思いました。ただ私も気になったのは，結果はおもし
ろいんですけど，これは一体何のメカニズムなのかと
いうことと，何か別のものを捉えているんじゃないか
というところについてはそれほど突っ込んだ分析はな
されていません。フレックスであることが何を捉えて
いるのか，確かにフレックスで時間があるからといっ
てほんとうに育児に参加しているのか，そういったと
ころはもっと別の統計でチェックできるかもしれない
ですね。単純に家事参加といったときに一体それが何
を捉えているかというところを見ていくのもおもしろ
いテーマなのかなと思いました。

近藤　私もフレックス制というのが何か違うものを
捉えている気がすごくします。大石先生がおっしゃっ
たように，母乳育児はそれ自体は必ずしも手間がかか
るものではない。それよりは，母乳育児がいいという
知識が旦那さんの側にもあるというか，意識が高い人
は子どもができるとうまく調整するようにするのかな
と。そういう旦那さんの意識の高さみたいなものを
拾っていないのかなと，単純に感想ですけど。

佐野　そうですね。
山本　学歴の影響を見ると，短大・大卒以上の係数

が大きくなっていますので，配偶者のフレックスが効
くというのは，大企業は大卒の人が多く，そのために
リテラシーが高くなっていることを拾っているような
気もします。

大石　子どもの誕生後に父親がフレックスタイムで
働くようになったというのは全体の 2.1% しかいない
のですが，それがすごく効いている。

近藤　一部の選ばれし者たちみたいな感じがします
ね。だって，私たちの業界なんかはその最たるもので，
育児休業をとる男性教員，結構いるじゃないですか。
職種別の男性育児休業取得率を出したら，大学教員は
かなり上位に来そうです。

大石　そういう印象はありますね。

大石　4 つ目の論文は Bessho and Hayashi （2014） 
です。以前から配偶者控除や配偶者特別控除，あるい
は社会保険制度が女性の本格的な就業を抑制している
という議論はありまして，多くの研究が行われてきま
した。2005 年頃までの論文は誘導型の分析が主でし
たが，Akabayashi （2006）あたりから構造推定が出
てきまして，それらでは税や社会保険制度が妻の就業
を抑制する効果はおしなべて小さいです。この論文も
構造推定の流れを受けています。

この論文では，従来のような内点解だけでなくエク
ステンシブ・マージンも考慮した分析をしており，住
民税を考慮するなど細かい部分にも配慮しているのが
特徴です。推定では離散選択モデルが用いられてお
り，手法面でも改善されています。

もう一つのポイントは，就業にまつわる固定費用を
考えている点です。働き始めるには子どもを保育園に
入れるなど，さまざまな固定費用がかかるわけですけ
れども，そういったものの存在は過去の分析ではあま
り考慮されてこなかった。この論文ではそこに注目し
ている点が特徴だと著者らは述べています。

結果をかいつまんで紹介しますと，夫婦ともに賃金
弾力性を推計しているのですが，夫の自己賃金弾力性
は 0.041 で，妻のほうが 0.087 ですとか，従来考えら
れていたより随分小さくなっています。また，インテ

④   Bessho, Shun-ichiro and Masayoshi Hayashi 
“Intensive Margins, Extensive Margins, and 
Spousal Allowances in the Japanese System 
of Personal Income Taxes: A Discrete Choice 
Analysis”
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ンシブ・マージンよりもエクステンシブ・マージンで
の弾力性のほうが，特に妻の場合には大きくなってい
ます。つまり，労働市場に参加する・しないという意
思決定の重要性を示した点は重要な貢献と思います。

配偶者控除・特別控除は日本の税制に特有の問題な
ので，海外受けするネタではないのかもしれません。
しかし現在，配偶者控除の廃止を公約に掲げる政党が
出てくるなど，政策イシューとしての重要性はいぜん
として変わらないと考えています。最近の研究として
は，横山・児玉（2016）もありますね。エクステンシ
ブ・マージンでの弾力性の重要性は黒田先生と山本先
生の論文でも指摘されていることですので，それがこ
こでも別の形で検証されたと捉えることができるので
はないかと思います。

佐野　この論文は配偶者控除をどう考えるか，廃止
することによる影響というのをどこまで捉えられるか
という意味で重要なテーマです。昔からある問題に構
造モデルで推計したのがこの論文の大きな貢献です。
構造モデルのいいところは，未来に起こりうるような
ことに対して，モデルから推計されたパラメーターを
うまく使うことによって，モデルに基づいた予測がで
きる点です。あと，これは構造モデルからの結果と誘
導系からの結果や政策含意も変わりうるというところ
もあり，結果の整合性を確認する上でも重要ですね。
加えて労働供給のモデルを考えるときに，インテンシ
ブ・マージンだけじゃなくてエクステンシブ・マージ
ンのところも考慮した議論というのも重要なのかなと
思いながら読んだ論文ですね。感想ばかりになりまし
たが。

山本　ここでの固定費用が子どもの数や年齢だとし
たら，これまでの研究でもある程度は考慮されていま
すよね。にもかかわらず，あえて固定費用の存在を前
面に出していますね。

大石　ちなみに前々回の学界展望で取り上げられ
た，Yamada （2011）というのがありまして，そこで
はパネルデータで時系列方向の労働供給の賃金弾力性
を計測しているのですが，子どもの存在が妻の労働供
給にほとんど影響していないという結果になっている
のですね。パネルで推定すると違う結果になるとい
う。

山本　弾性値も，Frisch 弾性値のように景気変動
の短期的な弾性値かそうでないものかによっても変わ
るような気もします。短期的なものだと，子どもがい

てもいなくても働かない人は働かないし，働く人は働
くということになるように思います。

大石　そうですね。なるほどね。

大石　次に「介護」に入ります。ここでは主に家族
内に要介護者を抱えた場合に労働供給にどのような影
響が出るかを扱った論文を 2 本紹介します。

近藤　1 つ 目 の Fukahori, Sakai and Sato （2015）
ですけれども，今ご紹介いただいたように，家族の中
に介護を必要とする人がいることで労働供給がどう変
化するかというのを見た論文なんですが，この手の話
は非常に識別が難しいんです。家族の介護が労働供給
の妨げになるという主張は日々の生活レベルでも，も
うちょっと学術的なレベルでもよく聞くんですけれど
も，これを厳密に検証しようとすると，もともと労働
市場へのアタッチメントが弱い人のほうが介護を引き
受けやすい，つまり介護しているから働けないのでは
なくて働いていないから介護することになりやすいと
いう逆の因果関係があるために，これを解決しないと
推計できないんです。この論文はこれをどうやって解
決しているかというと，まず第一に，実際に介護して
いるか否かではなくて，介護を必要とする人と同居し
ているかという変数を使うことで多少内生性を軽減し
ています。もちろんこれですべて解決できているわけ
ではなくて，同居の意思決定自体，内生的ではあるん
ですけれども，とりあえずこれでまず 1 段階ましにな
ります。第二に，個人固定効果をコントロールしてい
ます。もともと労働市場へのアタッチメントが弱いか
どうかは固定効果でコントロールしています。とりあ
えずもとから同居していた人が介護が必要な状況にな
る場合に関しては，介護が必要な状態になるタイミン
グというのは外生であると考えていいのかなと思いま
す。ただ，今まで一緒に住んでいなかったのだけど，
親の具合が悪くなったから一緒に住むということは現

Ⅶ　介　護

①   Fukahori, Ryotaro, Tadashi Sakai and Kazuma 
Sato “The Effects of Incidence of Care Needs 
in Households on Employment, Subjective 
Health, and Life Satisfaction among Middle-
aged Family Members”
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実に多々あると思うんですが，それについてはどうな
のかというのに関してはこの論文の最後のほうで検証
しているので，もうちょっと後で説明します。さらに，
介護保険導入前後での変化を，介護を必要とする人が
いる人たちをトリートメントグループ，いない人たちを
コントロールグループとした差分の差分法（Difference-
in-differences）で推計しています。データはニッセイ
基礎研究所の「中高年パネル調査」，1997 年から 2005
年までのパネルデータで，1997 年時点で 50 歳から 64
歳の男性とその配偶者が対象です。サンプルの 7%ぐ
らいに家族に介護を必要とする人がいます。ちょっと
論文からうまく読み取れなかったんですけど，独身の
人はサンプルに入っていないと思われます。

大石　はっきりとは書かれていませんね。
近藤　はい。女性は配偶者じゃないとサンプルに入

らないので確実に奥さんなんですけれども，男性のほ
うも独身男性がいないような気がします。

大石　ニッセイ基礎研究所「中高年パネル調査」の
調査概要では「1997 年に 50 〜 64 歳だった全国に住
む男性」と書かれているのですが，2005 年調査でも
単身者はほとんどいないので，有配偶者だけが対象で
スタートしたのでしょうね。

近藤　結果ですが，介護を必要とする人が家族にい
ると，男性は 7%，女性は 10%就業率が下がります。
この関係が介護保険導入前後で変わっていない。要す
るに，介護保険の導入そのものは介護をしている必要
が生じた家族の就業率を上げることに寄与していない
わけです。男性の場合，介護の必要性は，働くかどう
かには影響するんですが，働いている男性の労働時間
には影響しません。労働時間については女性の分析は
ないので，女性の労働時間は取れなかったんでしょう
かね。それか就業者のセレクションの問題か。とりあ
えず男性の労働時間は変わらないんだけど，働くか働
かないかのマージンに影響すると。男女ともに介護保
険導入前は介護を必要とする人が家族にいることが主
観的な健康にも余暇の満足度にも生活全般の満足度に
も影響していなかったんですが，なぜか介護保険を導
入すると主観的健康にマイナスの影響が出るように
なっているんです。これはなかなか難しいなと思った
んですが，これは本文に書いてあることではなくて私
の勝手な解釈ですけど，これはパネルデータで同じ人
たちなので，だんだん年をとってくるので，それを
拾っているのかな。50 代でまだ自分が元気なときは

いいんだけど，60 代後半になってきて自分の体力が
落ちたときに……。

大石　本人の加齢でだんだん疲れてきて。
近藤　介護が来ると，体にダメージがくるのかな

と。介護保険じゃなくて，本人たちの年齢による差が
あるのかなというのが私の勝手な解釈です。別に論文
に書いてあるわけではないです。あとコントロールグ
ループ，介護の必要がない人たちに関しては，条件が
違い過ぎるということで，コントロールグループを
マッチングでつくる，似たような人たちにそろえても
結果が変わりません。ここまでの主な結論は，介護を
必要とする人がいると就業率が下がる，介護保険導入
前後で何か改善したというエビデンスはないというこ
とです。最後に同居の内生性の問題なんですけれど
も，新たに介護を必要とする人が家族に発生したケー
スのうちの 4 分の 1 は，やはり今まで同居していな
かったのが同居するようになったケースだという意味
で，同居の意思決定自体は結構内生性があるんじゃな
いかと著者たちも指摘しているのですが，この 2 つの
ケースを違う変数にして推計してみても差が有意にな
りません。親が具合悪くなったので同居すること自体
は大いにありうるんだけれども，親が具合悪くなった
ときにどういう人が同居するかという内生性から推計
がゆがんでいる可能性というのは大きくありません。
可能な限りいろいろなことをコントロールして頑張っ
てやってみたところ，それでも，労働供給に介護の影
響はあるけれども，あまり介護保険の影響はないかも
しれないという結論なのかなと思います。

大石　そうですね。たとえば最近の Oshio and Usui 
（2017）では，介護の内生性をコントロールすると要
介護者を抱えているかどうかは女性の労働供給に影響
していないと結論しています。介護の内生性のコント
ロールは非常に悩ましい問題ですが，同居選択が一番
のポイントになっているように思います。この論文で
は，もとから同居していた人と介護のために引き取っ
た人との間では，要介護者が発生しても就業率に差は
なかったという結果になっていますよね。それはたと
えば自分の仕事に影響が出ないという見通しがある人
だけが親を引き取って同居しているのかもしれませ
ん。つまり，自分の仕事を維持できる範囲でだけ同居
し，そうでなければ施設に入れるという行動に出てい
る可能性も考えられるのかなと思いました。

近藤　Oshio and Usui （2017）と結果が違うのは，
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なぜなんでしょうか ? Oshio and Usui （2017）とはカ
バーする世代が違うとか ?

大石　こちらのデータは JSTAR（くらしと健康の
調査）で 50 〜 59 歳の女性です。

近藤　同じぐらいなのですか。私も男性の就業にこ
んなに影響するというのは初め不思議な感じがしたん
ですけれども，定年退職した後，再雇用するかどうか
という，そこのマージンが効いているんだったらこの
ぐらいあってもおかしくないかもとは思ったんですよ
ね。あと，これは同じ家に介護を必要とする人がいる
かどうかだけを見ているので，介護を必要とする人と
の関係は見ていないんですね。その点，Oshio and 
Usui （2017）はどうなっていましたか。

大石　要介護者からみて娘もしくは嫁ですね。だか
ら，ひょっとすると配偶者の介護と親の介護ではまた
違うのかもしれないですね。実の親と義理親でもまた
違うとか。

近藤　全体的に介護が労働供給に影響するかという
論文はたくさんあるんですが，結果が不安定な印象が
ありますね。

佐野　今後問題になってくる点ですね。親の介護を
理由に仕事を変える問題に対して，政策介入として何
があるとか，企業側としても働き方とかそういったも
のをどう変えていくかという点も重要です。もっと言
えば日本は高齢化がどんどん進んでいくので，日本で
やるべき研究の 1 つなんだろうなというところですよ
ね。ただ，それをやろうとしても，困難な点が多いと
思います。

近藤　やはり介護しなきゃいけないかどうかの内生
性というのは，サンプルが大きかろうが何だろうが，
なかなか解決できない問題なのですよね。

大石　労働供給に関して，介護と保育はよくセット
で語られますが，保育のほうがずっと単純ですね。つ
まり，子どもから見て親は一意に定まるけれど，要介
護者から見て誰が介護者になるのかはいろいろな可能
性がありますし，施設介護も選択肢に入ってくる。保
育と同じような枠組みが使えそうでいて，実際には難
しいという印象があります。

山本　どこに焦点を当てるべきかは難しいですね。
他に介護をする人がいない状況では誰が介護をするか
という選択行動は重要ではないかもしれませんが，そ
ういう人だけではありませんし。同居の判断も含め，
さまざまな選択行動が関係してくるので，やはりデー

タの問題だけでなく，外生的なイベントや法改正など
に着目することが必要になってくると思います。そう
いう意味では，まだまだ研究の余地がありそうなとこ
ろですね。

近藤　そうですね。だから，1 つの方向性としては，
介護が労働供給に与える影響を直接推計するのは難し
いかもしれないんですけど，それをやわらげようとい
う政策そのものを評価するという方向がありますね。
介護保険制度も何度も改正されて，それなりに拡充さ
れたり，逆に予算が絞られたりというようなことが起
きていると思うんですが，介護保険でほんとうに介護
負担が変化しているかというのがまず第 1 段階として
あって，その結果として労働供給が動いているか，そ
ういうアプローチがあるのかなと。次の論文がそうで
すよね。

大石　はい。では次に菅・梶谷（2014）をご紹介し
ます。これを選んだ理由は，『社会生活基本調査』に
基づいて時間の面で介護の問題を捉えているところが
興味深かったからです。労働供給に及ぼす介護の影響
の分析は多くありますが，実際に介護に費やしている
時間を捉えたものはほとんどなく，時間の捉え方が大
雑把だったり，補完推計をしていたりします。『社会
生活基本調査』は，時間に関しては 15 分単位で把握
できますから，介護の研究における 1 つの新たな展開
と捉えることができるかと思います。

この論文は 2000 年の介護保険導入前後で家族介護
者が介護に費やす時間に影響が出ているかどうかを分
析しています。介護保険導入という自然実験を利用し
ているわけで，トリートメント・グループは 65 歳以
上の高齢者を介護している人，コントロール・グルー
プは 64 歳以下の人を介護している人です。介護保険
は 65 歳未満の人の介護にも適用されますが，その対
象範囲が狭いので，65 歳を境として分けるというの
は納得できます。

過去の研究では要介護度を把握するのに ADL（日
常生活動作）を直接把握していたりするわけですが，

『社会生活基本調査』にはそうした情報はありません。
そこで面白い工夫をしています。『社会生活基本調査』
では誰と一緒に行動したかがわかるので，家族と一緒

②  菅万理・梶谷真也「公的介護保険は家族介護者
の介護時間を減少させたのか ? ─社会生活基
本調査匿名データを用いた検証」
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に身の回りの用事をしている人は自分一人ではできな
いのだと見なして，家族と一緒に行動する度合いを要
介護度の代理変数として使っているのです。使用デー
タは 1996 年，2001 年，2006 年の『社会生活基本調査』
ですが，基本的には 1996 年と 2006 年を比較していま
す。

分析の結果，短大・高専卒以上のやや高学歴の女性
については介護保険の導入前後で介護時間が有意に減
少していますが，男性介護者の介護時間は減少してい
ません。この点について著者らは女性がしていた介護
負担の一部が男性に移って相殺されているんじゃない
かと解釈しています。仕事時間については，男女とも
に介護の影響は出ていません。

コメントとしては，10 年の間隔で差分の差分法
（Difference-in-differences）をするというのがやや厳
しいなというところはあります。それから，もう少し

『社会生活基本調査』の特徴を生かせたかもしれませ
ん。たとえば推定結果をみると介護時間が水曜日だけ
有意に短いのですが，これは水曜日だけデイケアに
通っているのかもしれません。ほかにも，平日と土日
の介護時間の違いとか，単なる介護時間の長さだけで
なくて夜中に介護しているかどうかとか，そういう

『社会生活基本調査』ならではの特徴を生かして介護
負担の実態を明らかにすることもできたのではないか
と思うのです。

近藤　私もこの論文は，乏しいデータで頑張ってい
るという印象があって，10 年もあいているというの
は結構大変かなとは思いました。結果は，介護の時間
は減っているのに……。

大石　介護保険導入後に家事時間も減少しているの
ですよね。

近藤　就業も増えていないし，いろんな解釈の余地
があって，例えば今までがひどすぎたので，多少まし
になったところで働けるレベルまでは改善していない
のかもしれないし，いわゆる介護する人たちの内生性
の問題で，もとから就業しないような人たちが介護を
担っていたので結果として変化がないのかもしれな
い。高学歴女性というのはもとから専業主婦であった
可能性が比較的高い人たちなので，その人たちが専ら
長時間介護を担いやすい人だったため時間の変化も
はっきり出て，でも，もともと働いていなかった人た
ちなので，いざ時間があいたからといって働くかとい
うと働かないというようなことかもしれないですし，

いろんな可能性が残されていて，これから研究する人
たちが深く掘っていくとおもしろいテーマがいっぱい
眠っている論文だなというような印象がありました。

大石　最近の『社会生活基本調査』はアフターコー
ド方式の B 票の内容も改善される方向にありますね。
海外のタイム・ユース・スタディはアフターコード方
式ですから，B 票を用いた国際比較も今後は進んでい
きそうです。

佐野　先ほどのコメントと同じようですが，利用で
きるデイケアの回数などは保険のレベルによって変わ
るので，その認定が変わることで影響がどのくらい変
化したかを検証するのは課題として残されているのか
なという気はしました。

近藤　介護についての研究の全般的な印象ですが，
介護保険で変わったかという検証をしている論文もた
くさんあるのだけど，どれもすっきり識別できていな
い。私自身の論文も含めてなんですけど。でもやはり
全体を通して見て，介護保険によって効果があったと
いう論文は少ない気がしませんか。

大石　そうですね。
佐野　でも，そうだとしたときに，やはり何がボト

ルネックなのかというところを明らかにするというこ
とですよね。まさにいろんな内生性があるので難しい
ですけど。介護保険導入が労働供給を促進させるほど
でもなかったのか，労働供給しやすい人にわずかに影
響を与えただけなのかという点ですね。

近藤　かもしれないし，たくさん論文があって，そ
れぞれの論文には問題点もあるけれども，はっきりと
介護保険効果があったという論文は，1 本だけ，
Shimizutani, Suzuki and Noguchi （2008）しか私は知
りません。時系列で見て，介護保険導入後のほうが，
しかも導入してから 1 年たった後のほうが介護してい
る人の就業率が上がったという結果ですけど，そのぐ
らいしか私は介護保険に肯定的な論文を見た記憶がな
い。知らないだけかもしれないですけど。

大石　介護保険の導入以降，事業者が大幅に増えて
サービスも多様化していますから，2000 年前後だけ
で比較していていいのかという問題もありますね。要
介護認定者も増えていますし。

近藤　2000 年代に一気に増えて，最近は横ばいだ
けど，また何かのたびにバッと増えますよね。介護報
酬が変わるたびに業者が参入したり退出したりするの
で，結構変動はありますよね。デイケアと訪問介護を
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見ると意外とトレンドが違っていたりするので。
山本　また時期もあると思います。これから就業率

が変わってきて。介護保険を活用して就業しなければ
ならない人は増えてくるでしょうし。

近藤　そうですね。だから，古いデータで影響がな
かったからといって，これからの世代に影響がないと
言えないというところもありますよね。

山本　継続して研究していくのが大事ですよね。し
かも，海外と比べると，日本で高齢化は早いので，研
究上はある意味でのアドバンテージがあるともいえま
すよね。

近藤　そうですね。制度的にも，日本の介護保険制
度と似たような制度を既に導入している国は大きな国
だとドイツぐらいしかないんですけど，アジアの国が
似たようなものを考えていたりとかするので。

大石　日本の介護保険に関心を持つアジアの研究者
は多いですね。

近藤　そう。事例研究としては非常に価値があっ
て，国際的な関心が高い分野ですね。

近藤　では，最後の分野は高齢者です。高齢者とひ
とくくりに言ってもかなり多岐にわたるテーマがあり
まして，今回はかなり違った趣の論文を 3 つ選んでい
ます。1 つ目は私と重岡さんの論文で，これは 2006
年に施行された改正高年齢者雇用安定法による 65 歳
までの継続雇用義務化の政策評価をしているもので，
労働需要に影響を与える政策がどういうふうに影響し
たのかをみたもの，ということで挙げました。

2 つ目の論文は戸田先生の「中高年の就業意欲と実
際の就業状況の決定要因に関する分析」，こちらは労
働供給側を見ていて，日本の高齢者就業意欲は高いと
言われているなかでの，就業意欲と実際の就業の関係
を見るというもので，おもしろい分析だと思います。

3 つ目は年金の話です。年金がもらえるようになっ
た人たちの就労調整と言えばいいんでしょうか。労働
供給がちゃんと最適に調整できているのか，それとも
オーバーエンプロイドだったりアンダーエンプロイド
だ っ た り し て い る の か を 検 証 し た も の が Usui, 
Shimizutani and Oshio 論文になります。

大石　では Kondo and Shigeoka （2017）をご紹介
します。高年齢者雇用安定法の 2006 年改正では，65
歳までの継続雇用を保障するか，それとも定年を一切
廃止するか，あるいは再雇用するかのうちどれかひと
つを企業に義務づけています。この法改正が雇用にも
たらした影響を把握するために，高年齢者雇用安定法
の制度変更だけでなく生まれ年による公的年金支給開
始年齢の違いも利用して「差分の差分法」をしている
点が大変巧みなところです。使用したデータは『労働
力調査』で，女性は分析対象から外していますが，後
ほどコメントするように，女性についての分析も一部
補足的に行われております。

結果としては，年金の支給開始年齢引き上げだけが
あるときと比較すると，雇用安定法改正後の雇用就業
率上昇が大きく，その翌年に改正雇用安定法が存在す
る状態で年金の支給開始年齢が引き上げられると，雇
用安定法改正前の状態よりも雇用就業率の上昇が大き
くなっている，という結果になっています。つまり，
両方がセットになっているほうが就業延長効果が大き
いという結果です。

自然実験を用いるという着眼点が大変素晴らしいで
すね。私が気になったのは，女性を除いている点につ
いて補足されていて，夫がその制度変更の影響を受け
るかどうかというダミーを入れて分析しても，制度変
更によって女性の就業率が影響されたかというと，そ
うではなかったという点です。

近藤　本体の分析から女性を外したのは，この世代
の女性だと，正社員でずっと就業し続けている人とい
うのはあまりいないので。そもそもこの法律の対象に
なっていない可能性が高いかなということで外したん
ですね。

大石　女性の多くが正社員でないのはわかるのです
が，ジョイント・リタイアメント・デシジョンという
か，この世代の女性の就業率は上がってきているの
で，何で上がったのかに興味があります。

近藤　そう。なので，やはりジョイント・リタイア
メント・デシジョンというところから私たちもその分
析をやってみたんですけど，出なかったんですね。高

Ⅷ　高齢者

①   Kondo, Ayako and Hitoshi Shigeoka “The 
Effectiveness  of Government Intervention to 
Promote Elderly Employment: Evidence from 
Elderly Employment Stabilization Law”
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年齢女性の就業率が最近ものすごく上がっているのは
需要側の要因かな。

大石　介護人材へのニーズなどですか。
近藤　結構サービス産業とか。ただ，やはり私たち

の推計値は，その時期の就業率の上昇率から比べると
意外と小さかったんですね。だから，やはりほかにも
いろんな要因が同時に動いているということが示唆さ
れて。

山本　そうですよね。マクロで見るともっと上がっ
ていますよね。

近藤　この時期の就業率自体は 8%ぐらいバーンと
上がっているんですけど，高年齢者雇用安定法改正で
説明できるのはそのうちの 2%程度であろうという。

山本　厳密に効果を識別していくと，実はその程度
の小ささになるというファインディングは大きな貢献
だと思います。高年齢者雇用安定法の改正による制度
変更は，年金の支給開始年齢の引き上げとほぼ同時に
起きていたのでどちらの効果かを識別するのが難しい
のですが，辛うじて年金支給開始年齢だけが変わらな
いタイミングがあったので，そこをうまく識別に活用
しているのがポイントだと思います。

あとは，この法改正は高齢者の雇用を守るものなの
で，そのしわ寄せが新卒採用などに出てしまうのでは
ないかという懸念がよくされますので，他の年齢層へ
の影響も見極めることも重要になると思います。

佐野　別の論文でクラウドアウトの話をしていまし
たよね。

近藤　しています。そちらは私の単著で，ただ，
データの制約がすごく厳しくて，私はクラウドアウト
はないと結論を出しているんですけど，似たような手
法で微妙に妥協の仕方が違う太田（2012）は少しある
と。ただ，2 人とも傾向は同じで，私はパートタイム
の代替はあるかもしれないけど，若年正社員の影響は
ない。太田先生はパートタイムは結構はっきり出てい
て，若年，新卒のフルタイムにも影響あるかもしれな
いが弱い，みたいな感じです。なので，再雇用の人た
ちは，正社員より非正規の人たちとの代替関係が強そ
うだというぐらいのことは言えるのかなという気はし
ますね。あとは，就業率はすごく上がったんですけど，
今度は待遇のほうが問題になってきていて，60 歳に
なった瞬間にガクッと収入が下がることの是非などに
ついてもこれからもずっと注視していく必要がありま
す。この法改正は非常に日本独特のもので，よその国

にこんな変な法律をつくった例はないんですね。なの
で，海外に向けての説明の仕方が少し難しくはあった
んですけれども，逆に，ないがゆえに，これから似た
ような問題に直面するであろう国からの興味は結構あ
るみたいで。

山本　そういう意味では，高年齢者雇用安定法はそ
の後，高齢者雇用をより強化する形で再度改正されて
いますが，その際の影響は軽微だったという研究もあ
ると思います。

近藤　そう。今度は希望者全員がということだった
んですけど，実はその前から断られる人というのはそ
んなにいなかったという話があります。次に大きな変
化が起こるとすれば，たぶん 65 歳定年制かなと思い
ます。

山本　そうですね。定年年齢自体が延びると処遇を
下げることが難しくなって，より大きな影響が生じる
可能性もありますよね。

近藤　では，続いて戸田（2016）の論文ですけれど
も，これは中高年縦断調査を用いて，50 代後半時点
での 60 歳以降の就業意欲，具体的には何歳まで働き
たいかと，どういう仕事，仕事というのはフルタイム
等を意味するのですが，こうした変数を使って，その
後の実際の就業継続との関係を見ています。中高年縦
断調査の対象者は 2005 年の 10 月末時点で 50 〜 59 歳
なんですけれども，この論文では 2005 年時点で 55 歳
以上の人たちで，第 1 回調査の時点で仕事をしていた
人に限定しています。男女含む 2012 年までのデータ
です。55 歳未満を削ったのは，2012 年になっても 60
歳になっていない人たちを除いたということです。何
歳まで仕事をしたいかについては，男女とも半数が

「可能な限り」，男性の 2 割，女性の 17% が「65 歳ま
で」，女性の 2 割，男性の 12% が「60 歳以降は仕事
をしたくない」と答えていて，可能な限りという人が
一番多いけど，仕事をしたくないという人も結構いる
という感じです。60 〜 64 歳時点で希望する仕事は，
男性はフルタイムが一番多くて，次が自営業なんです
が，女性は一番多いのがパートタイムと，男女で差が
あります。

最初の分析が，就業意欲，何歳まで働きたいかを Y
にした多項ロジットモデル。あえて多項ロジットにし

②  戸田淳仁「中高年の就業意欲と実際の就業状況
の決定要因に関する分析」
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ているのは，可能な限り働きたい人たちというのはほ
んとうに単純に一番長い人たちとしていいのかちょっ
と疑問なので，オーダードにしないで多項にしたと書
いてありました。60 歳から 64 歳まで仕事したいとい
う人は年齢が上がるほど高くなっています。つまり調
査時点の年齢が高い人のほうが 60 歳を過ぎても働き
たいと答えやすい。学歴はあまり関係なくて，自営業
や役員の人は就業意欲が高く，男性の管理職，男女と
も事務職はブルーカラーに比べて就業意欲が低く，大
企業，勤続年数が 20 年以上，持ち家ありは就業意欲
が低くて，ローンがあると就業意欲は高い。企業規模
が大きかったり勤続年数が長い人というのは退職金が
多かったり企業年金がもらえたりする人たちなので，
経済的な必要性が就業意欲に影響しているということ
が伺えます。

2 つ目の分析が実際の就業継続に関するハザード分
析です。いつまで就業を続けているかを実際のパネル
データを使って分析したもので，ほかの変数をコント
ロールした上でも就業意欲が高いと就業継続確率は高
いので，就業意欲と就業継続確率には関係がある。ま
た，学歴が高いと就業継続しやすい。就業意欲に学歴
はあまり関係なかったにもかかわらず，実際に就業継
続しているかどうかには学歴は関係しています。あと
は就業意欲と傾向が似ていて，自営業や役員は就業継
続しやすく，非正社員はしにくく，専門職や技術職は
継続しやすく，事務職はしにくい。それから経済的な
要因です。企業規模や勤続年数は就業意欲と同じ方向
に効いていて，経済的な必要性がある人は就業意欲が
高いし，実際に就業する確率も高い。それから，健康
状態が悪いと就業継続しにくいんですが，特に就業意
欲が高いにもかかわらず健康状態が悪いと影響が大き
い。健康状態の悪さの影響度合いと 50 代の時点での
就業意欲の交差項をとってみると，より就業意欲が高
いときに，高いんだけれども就業継続できないという
ところに健康状態が効いてきます。ロジットモデルと
かハザードモデルを使ってはいますけれども，基本的
にごくシンプルに変数同士の相関関係を見るというよ
うな論文ではあるんですけれども，何となくみんなが
思っていたことをちゃんとデータで示したという点で
非常に意義があると思います。経済的な要因が効いて
いるということも，何となくみんな思っていたけれど
も，はっきり示されてはいなかったと思いますし，就
業意欲が高いのに就業できない理由として健康状態が

かなり影響しているというのもおもしろい発見である
し，政策的含意としても重要だと思います。

大石　何が就業意欲を規定しているのかということ
を明らかにしている点がおもしろくて，大いに楽しん
で読みました。男女間の違いが随所にあらわれてい
て，配偶者の就業状態が及ぼす影響が男女で異なって
いたり，結婚して配偶者がいること自体の影響がまた
異なっていたりというように，男性と女性とでなぜこ
ういう違いが出てくるのかが興味深いですね。もし海
外で同じような分析ができるとしたら，こういう違い
はやはりあるのだろうかと興味を持ちました。

比較的高学歴の女性のほうがあまり長く働きたいと
思わないというのはなぜなのでしょうね。本人名義の
年金もあるから退職してもいいということなのか，あ
るいは，そうした女性は教員とか特定の職種だったり
するのでしょうか。もう少しディテールがわかると面
白かったかなというところがあります。

佐野　配偶者との関係を捉えるのはおもしろい話か
もしれません。先ほども出たジョイントリタイアメン
トみたいな話をどう考えるか，夫の退職に合わせて一
緒に退職する等に影響があるかどうかを見てもおもし
ろいのかなと思いました。

大石　配偶者がいると，男性は働かなきゃいけない
となるけれど，女性は引退しようというふうになると
か。

佐野　もしかして配偶者の年齢で違うんですかね。
男性にはまだ経済的な要因で働くインセンティブがあ
るかもしれません。

近藤　ただ，これ，パネルデータではあるんですけ
ど，引退は 1 回しか起こらないので，結婚する人のセ
レクションは制御できていないんですね。だから，そ
の辺が難しいのかもしれないですね。学歴が高い女性
というのも，女性は就業意欲が低いんですね。何故な
んでしょうね。ただし，働いていた人にサンプルが限
定されているので，あまり女性について言及していな
い理由の 1 つとしては，50 代で働いていた人という
時点で結構なセレクションがかかっている点もあるの
かなと思うんですよね。

大石　50 代で働いていて，かつ大卒となると学校
の先生などでしょうか。

近藤　学校の先生とか公務員とか，特定の職種に
偏っていそうですよね。

大石　そうそう。そういう人は退職後の第 2 の人生
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はこうしたいとか，積極的にいろいろ計画しているか
もしれませんね。

近藤　だから，著者もそれに気がついていて，あま
り女性のほうを深く掘っていないのかなという印象が
少しあったんですけど。

大石　なるほどね。
山本　政策的なインプリケーションについてさらに

出てくるといいようにも思います。
近藤　1 つ言えるのが，経済的な要因が結構影響す

るということがわかっているので，逆に年金の仕組み
を工夫するというのがありますよね。何段階か飛躍し
たインプリケーションにはなりますけど，在職老齢年
金制度について，やはり低賃金に甘んじる要因になっ
ているんじゃないかという話があって，制度としては
繰り延べ受給があるんだけれども，利用されていない
という。その辺をもっと使いやすくする，といった話
にもつながるかもしれません。

山本　そうですね。もう少し若いときの情報が使え
るといいのかもしれませんね。

近藤　そうですね。ほんとうはもらえるはずの年金
とかもあればいいなと思うんですけどね。

近藤　最後の 1 本ですが，これは Usui, Shimizutani 
and Oshio（2016）で，結構タイトルがセンセーショ
ナルな感じなんですけど，60 歳から 74 歳の男性のま
ず就業状態そのもの，労働時間を丁寧に見た上で，さ
らに主観的に自分でもっと働きたいのに働けていない
アンダーエンプロイド，逆にこんなに働きたくないの
に働かざるをえないオーバーエンプロイドの状態を分
析しています。日米比較論文で，日本のデータは
JSTAR で，54 歳時点で雇用者だった人と自営業だっ
た人をそれぞれグループ分けして比較しています。ア
メリカのデータは HRS（健康と引退に関する調査）
を使っていて，HRS の場合は，オーバーエンプロイド，
アンダーエンプロイドに関する変数が雇用者しかとれ
ないので，54 歳時点で雇用者だった人だけを用いて，
白人と黒人に分けた分析が載っています。就業状態は
フルタイムと引退とパートタイムの 3 つの状態の推移
を見ていて，記述的分析として figure 1 では，雇用者
は 60 歳から 65 歳に向けてフルタイムが減り，65 歳

ぐらいから緩やかになるけど減り続けていて，反対に
引退が増え，パートタイムは 60 代の半ばから後半が
ピークになっているというような，緩やかにフルタイ
ムから引退に移行していく過程を示しています。一
方，自営業でフルタイムが減るのは 65 歳から 70 歳と
遅く，74 歳ぐらいになっても 3 割程度がまだフルタ
イムでいます。多項ロジットモデルによる就業状態の
決定要因を分析すると，健康状態が重要な決定要因と
なっています，特に自営業で。それから，年金は雇用
者のみ就業を抑制するけれども，自営業の人は年金を
もらっていても就業に影響していない。続いて年金受
給開始時点からの就業状態の変化というのを多項ロ
ジットで見ているんですけれども，日本人の雇用者の
場合は引退もパートももらい始めてから年数がたつに
つれて徐々に増えていく。もらい始めてすぐにガーン
と変化するのではなくて，だんだん引退していくんで
すね。ところが，アメリカ人のほうは年金をもらい始
めたその年に一気に引退とかパートが増えて，そのま
ま横ばいになっていると。日本人の自営業は年金受給
開始後の就業状態は統計的に有意に変化しないという
ような結果になっていて，アメリカ人は年金の受給に
合わせてすごく不連続に変化するのに対して，日本人
は雇用者であってもいきなり変化する感じではないと
いうのが 1 つあります。最後に，主観的に見た労働時
間の制限の有無を分析しています。オーバーエンプロ
イメントというのは，労働時間を減らすことができな
い，減らすことができるなら収入が減っても減らした
いと答えた人で，アンダーエンプロイメントは労働時
間を増やすことができない，それから同じ比率で収入
が増えるなら労働時間を延ばしたいと答えた人です。
日本の場合，元雇用者は年金をもらい始めるとアン
ダーエンプロイドがちになります。要するに，労働時
間を増やしたいけど増やせない。自営業は逆にオー
バーエンプロイド，減らしたいけど減らせないという
ふうになるんだそうです。これがすごく不思議なんで
すけど。アメリカの白人は年金をもらい始めるとオー
バーエンプロイドもアンダーエンプロイドも減るとい
うような結果になっています。

感想として，まずアメリカと日本の比較の解釈です
が，アメリカ人の元雇用者は年金をもらい始める年齢
を自分の引退時期に合わせて調整するけれども，日本
の雇用者はそれをしないのでこういう結果になってい
るのかなと思いました，アメリカの場合，年金をもら

③   Usui, Emiko, Satoshi Shimizutani and Takashi 
Oshio “Are Japanese Men of Pensionable Age 
Underemployed or Overemployed?”
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い始める時期はある程度の幅の中から自分で選ぶ。実
際に結構ばらつきがあるんです。なので，年金をもら
うタイミングのほうを自分の雇用状況に合わせて動か
しているのかもしれないんですが，日本人の場合は，
一応制度上可能であるにもかかわらず，後ろにずらす
人はほとんどいないので，とりあえずもらえる年に
なっちゃったのでもらい始めちゃうというようなこと
が起きているためなのかなと。日本人の中で雇用者と
自営業を比較すると，自営業に年金支給があまり効か
ないというのは，国民年金の金額が低いことを考える
と，そんなに不思議な結果ではないと思います。あと，
国民年金のほうは働いても全然減額されないんですけ
れども，厚生年金のほうは働くと少し額が減るので，
その辺も関係があるかなと思います。正直なところ，
オーバーエンプロイド，アンダーエンプロイドという
タイトルのわりには，その手前の就業状態の推移など
の分析のほうが重要だった気がしないでもないです。
特に，なぜ自営業がオーバーエンプロイドになるのか
について，読んでもよくわからなくて。雇用者がアン
ダーエンプロイドになるというのはわからないでもな
いんですよね。でも，自営業で，このオーバーエンプ
ロイドの定義は収入が減ってもいいから仕事を減らし
たいという状況なので，だったら自営業なら減らせば
いいじゃないかと，そこのところの謎が解決されない
なというのが素朴な感想ですね。あと，アメリカとの
対比はおもしろかったんですけど，アメリカは白人だ
けでよかったような気もしないでもないかなというの
も素朴な感想です。

大石　白人と黒人に分けたというのは，背後には教
育水準が違うとか，そういうことを考えているので
しょうか。

近藤　でも，これ，雇用者しか入っていない時点で，
日本のサンプルを雇用者と自営業に分けるのに対応し
ていないですよね。白人だけにしたならまだわかるん
ですけど。

大石　アメリカの自営業サンプルもそれほど少ない
わけではなかったようですが。

近藤　変数がないから自営業を落としたと書いてあ
りました。

大石　ああ，そうなのですね。私も前半のほうが面
白いと思いました。アメリカのほうが退職後所得に占
める公的年金のウエイトが小さく，企業年金のウエイ
トが大きいので，企業年金の受給と引退がセットに

なっている印象を受けました。
figure 1 は非常に興味深くて，日本とアメリカの差

がシャープに出ていますが，パートタイムの定義は週
35 時間未満ですね。日本では厚生年金の 4 分の 3 条
項との関係で 30 時間がメルクマールになるようにも
思いますが，アメリカのデータとの整合性のためで
しょうか。

近藤　そうですね。国際的に 35 時間が基準なので
そうなっているんだとは思いますが。

大石　そのために日本のパートが過大になっている
可能性もあるかなという気がしました。

佐野　国際比較するときに用語の定義に注意すべき
ですね。国際比較では週 35 時間でパートタイムとフ
ルタイムを分けたりしますが，日本だと正規，非正規
と表現をします。その辺を上手に整理したり，何を比
較するかを明確にしないといけないなと思いました。

大石　高齢者の場合はフルタイムでも嘱託だとか，
そういうことがありますよね。

山本　オーバーエンプロイメントはどのように定義
されていますか。

近藤　労働時間を減らすことができない，なおかつ
収入が減ってもいいから減らせるものなら減らしたい
と答えている人です。収入を維持して労働時間を減ら
せるなら減らしたい，だったら多分かなりの人が「は
い」と答えると思うんですけど，そうではなくて，時
給が不変のままで減らしたいかということです。

山本　ということは，何か収入以外の要因で減らせ
ないと言っているということですよね。

大石　54 歳時点で自営業だった人が年金受給開始
した後でもオーバーエンプロイドなのですね。これ
は，例えば農家などでは，中途半端に耕作面積を減ら
せないといった事情があるのでしょうか。

近藤　維持するための固定費用みたいなものなんで
すかね。

大石　あるいはコンビニ経営などしていて，夜まで
営業しなくてはいけないから，閉めたいんだけど閉め
られないとか，何かそういうのがあるのでしょうか。

佐野　農家なら補助金の関係があり，フランチャイ
ズだったら，自営業でも雇われの側面もあります。ど
んな職種かという情報が，実はそれ以外の規制から影
響を受けている可能性がありますよね。

大石　自営業でさえオプティマル（最適）じゃない。
山本　確かにそうですね。自営業なのにオプティマ
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ルな選択ができないというのは，不思議な気もします
ね。

大石　やらされ感なんですかね。
山本　やや話がそれますが，クラウドワーカーとか

新しい働き方で委託契約をする人たちも，自分ではな
かなか労働時間をオプティマルに選べなかったりする
ように思います。近年，自営業の研究は少ないと思い
ますが，これから増えていくような気もしますね。

近藤　アメリカでよくギグエコノミーと言われる分
野の研究は，日本でもしたいという人が増えてきてい
ますね。

近藤　全体を通した感想として，単に英語で書いて
あるというだけではなくて，海外の読者の目を意識し
て，国内だけでなく国際的にも貢献できるような論文
が増えてきた印象があります。発表される雑誌も，日
本経済に特化した雑誌ではなく，普通のフィールド
ジャーナルに載る論文が増えてきているように思いま
す。Kawaguchi and Mori （2016）がとてもいい例で
すが，日本のデータを使った分析で日本経済を考える
うえでも意味あるものでありつつも，より広い文脈で
分野の中に位置づけるように視点が広がってきたとで
もいいますか。非常に良い方向の変化だと思います。

過去何回かの座談会ではよく統計データの整備が進
んだことが話題になっていましたが，今回も大規模な
政府統計の個票や，大学が中心となって実施したパネ
ルデータを駆使した論文が多くありました。過去十
年，二十年の間に広がったデータの利用可能性を活か
しつつ，データが新しいだけではない論文が増えてき
ているのかな，という印象も持ちました。

これだけ様々な分野の論文を読む機会はなかなかな
いので大変勉強になりました。

大石　この「学界展望」は私自身が毎回，参考にさ
せていただいている企画で，今回それに関わることが
できたのは大きな喜びです。企画に従事しながら，労
働経済学のフロンティアが手法・テーマ・人材の面で
も拡大がりを見せているのを実感しました。多くの論
文が英語で出版されるようになりましたし，海外から
注目される研究が今後さらに増えることを期待してい
ます。

山本　こうして 3 年間の優れた研究をまとめて議論
することで，時代にあった研究が多くされていたり，
新たな手法が活用されたり，日本の労働経済学研究の
発展を目の当たりにした気がします。今日の議論が今
後のさらなる発展に少しでも役立てばと思います。

佐野　政策的インプリケーションに富む論文や，今
後の課題を掘り起こしてくれる論文が多くあった印象
です。特に，日本のデータだからこそできる研究をい
かにアピールしていくかが大事だと思いました。

（2017 年 10 月 6 日 : 東京にて）
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